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研究要旨 

患者調査は厚生労働省主幹の各種会議における検討資料として広く活用されている

データである。一方、レセプト情報等データベース（NDB）は悉皆性の高い診療報

酬請求データとして、その有効な利活用が期待されている。当研究では、現在の患

者調査の各項目のうち、「NDB データをそのまま利用可能」と判断された、ごく基

本的な項目から成る 5つの統計表について、NDB データを用いて再現を試みた。そ

の結果、患者数については、入院、外来いずれも、概して患者調査の結果のほうが

NDB データから求めた集計値よりも高い数値を示す傾向にあることが明らかとな

った。一方で、在院日数については、「同一の疾病または負傷により、当該保険医療

機関又は当該保険医療機関と特別の関係にある保険医療機関に入院した場合には、

急性増悪その他やむを得ない場合を除き、最初の保険医療機関に入院した日から起

算して計算する」という診療報酬請求のルールを反映してか、患者調査の結果と比

較して、医科レセプトにおいてかなり長い在院日数となる傾向が明らかになった。

患者調査の結果は層化無作為抽出法により選出した医療機関からの調査票情報を比

別添 3 
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推定によって得たものであることから、悉皆性の高い NDB データの集計結果がそ

こから乖離していたときに、これを NDB データ集計の過誤と捉えるべきなのか、

あるいは調査票情報の推定そのものに限界があると捉えるべきなのか、判断が難し

い。患者調査自体が、長い歴史を経て調査手法を練り上げて現在に至っている調査

であることを踏まえると、患者調査の結果と NDB データの集計値とで、無理に片

方の数値をもう片方の数値に寄せようとするのではなく、両者の集計結果を併記す

るなどして両者の数値の相違に対する「慣れ」を利用者間に醸成し、そのうえで徐々

に、NDB による代替を検討するべきではないかと思われた。 

A. 研究目的  

本研究では、NDB データから患者調

査を再現することができるか否か、とい

う研究目的のもとで、平成 29（2017）

年度より研究を継続して行っている。患

者調査は昭和 23 年に実施された「施設

面から見た医療調査」を前身とし、現在

では医療計画の策定のみならず、中央社

会保険医療協議会や社会保障審議会医療

部会など、厚生労働省主幹の各種会議に

おける検討資料や白書等の資料として広

く活用されているデータである 1。ま

た、レセプト情報等データベース

（NDB）は、国民皆保険制度下の日本に

おいて、公費優先事例等を除くほぼすべ

ての診療報酬請求情報ならびに特定健

診・特定保健指導情報を含むデータであ

り 2、その更なる利活用が期待されてい

るデータベースである 3。仮に一定程度

でも NDB データの患者調査への活用が

可能であることが確認されれば、現行患

者調査の一部代替や、3年ごとに行われ

ている患者調査の高頻度化等に道を開く

ことが出来る点で、当事業は意義を有す

るものである。一方で、患者調査におけ

る調査項目とレセプトデータにおける各

項目とでは、共通するものもあれば全く

異なるものがあるとともに、傷病名付与

の仕組み、データの主旨やデータ登録者

の素養なども異なっていることから、今

後の研究推進においては両データの成り

立ちについて理解を深めておくことが必

要である。とはいえ、これだけの歴史を

有し、かつ保健医療行政に大きな役割を

果たしている患者調査について、調査項

目の特徴等について、網羅的に情報が収

められている成書は存在していないのが

現状である。 

本研究はこうした背景に基づき、現在

の患者調査の各項目について NDB での

代替が可能かどうかについて評価を行う

ことを目的とするものである。平成 29

（2017）年度は、患者調査で集計されて

いる各項目について、項目の定義に照ら

して、 

 

NDB の項目からそのまま分析可能 

NDB のコード分類等処理を行うこと

で分析可能 

NDB のコード分類等処理を行うこと
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で、一部分析可能 

NDB に該当情報が含まれない 

 

の 4 パターンに分類し、それらの項目の

掛け合わせで作成される患者調査の各集

計表がどの程度再現可能なのかについ

て、整理した。 

まず、「患者住所地に関する各項目」

「外傷原因」などの項目は、NDB に、

これら情報を間接的にでも類推すること

が可能な情報が全く含まれていないこと

から、集計することが全く不可能であ

り、カテゴリーとしては「NDBに該当

情報が含まれない」に整理される。その

他、「退院後の行き先」「外傷推計患者

数」なども、診療報酬請求で算定され得

る各種項目から類推することは、極めて

難しい。 

こうして公表されている合計 330 の集

計表 4を整理したところ、「NDBの項目

からそのまま分析可能」な項目だけで集

計できる表はひとつもないことが明らか

にされた。次に、「NDBのコード分類等

処理を行うことで分析可能」と期待され

る表は合計 7、かなり複雑な処理で一定

程度のみ達成可能と思われる表は合計

208 であった。集計不可能な表は合計

115 であった。たとえば、患者居住地情

報を集計項目に含む場合は無条件で不可

能である。 

結果として 「NDB の項目からそのま

ま分析可能」、「NDBのコード分類等処

理を行うことで分析可能」といった項目

のみで構成される患者調査の集計表は

「上巻第 1 表 推計患者数の年位推移、

入院－外来の種別×施設の種類別」、「上

巻第 2－4 表 推計患者数の年次推移、

入院－外来の性・年齢計級別」など、極

めて限られることが見込まれた。 

しかし、これらはあくまでも「一般的

な定義に照らして NDBから再現可能」

な項目である、という留保が付く。その

定義とはあくまでも NDB の各項目に対

する、診療報酬請求のルール等を差し置

いた常識的な解釈に基づいたものである

（例：入院期間を評価する際に、NDB

の「入院年月日」情報をそのまま入院開

始日として用いる、など）。こうした

「一般的な解釈」をそのまま NDB の分

析において適用することが患者調査の集

計値を導く際に必ずしも有効であるとは

限らない。たとえば、医科レセプトにお

ける入院期間の評価においては「同一の

疾病または負傷により、当該保険医療機

関又は当該保険医療機関と特別の関係に

ある保険医療機関に入院した場合には、

急性増悪その他やむを得ない場合を除

き、最初の保険医療機関に入院した日か

ら起算して計算する。」（「医科点数表の

解釈 第 2 部 入院料等、通則」より）

というルールがある。このため、一定期

間退院していた患者の場合でも、同一疾

患で同一の医療機関に再入院する場合

は、常に最初に入院した日が入院日とし

て記録され続けてしまい、「入院年月

日」情報をそのまま分析に用いると、実

際の入院期間よりも長く測定されてしま

う可能性がある。 

このように、患者調査の集計項目のう

ち、「NDB の項目からそのまま分析可
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能」と定義上見なしうるものであって

も、NDB に格納されている情報は診療

報酬請求情報であることから、診療報酬

請求のルールに則っており、項目によっ

てはこのルールに影響され、集計値の歪

みが生じる可能性がある。 

NDB を用いて患者調査の集計値を導

こうとすれば、こうしたルールを踏まえ

て集計ロジックを工夫する必要がある。

こうしたバリデーション処理を、本研究

では 

 

①：診療報酬算定ルールを踏まえた 

バリデーション処理 

 

として位置づけることとする。 

①のバリデーション処理以外にも、

「NDBのコード分類等処理を行うこと

で分析可能」と分類された項目について

は、基本的に分析者のデータ解釈を行う

必要が集計の際には発生する。たとえ

ば、患者調査では基本的に 1 患者につき

1 つの傷病名が割り当てられること（図

1～図 3）、一方でレセプト上の傷病名を

もとに集計を行うと、いわゆる「レセプ

ト病名」や「疑い病名」等の理由によっ

て患者調査の集計値より多く集計される

事例がある 5ことから、NDB を用いて特

定の傷病の患者数を導いた場合は、その

集計値が患者調査の数値とどの程度乖離

しているか、またどの程度補正が可能な

のかを評価する必要がある。こうしたバ

リデーション処理は診療報酬算定ルール

を踏まえたバリデーション処理とは異な

るものであり、本研究では 

 

②：分析者のデータ解釈を踏まえた 

バリデーション処理 

 

として位置づけることとする。 

加えて、患者調査では対象医療機関の

抽出後、二次医療圏あるいは都道府県別

に医療施設静態調査の患者数を補助変量

とする比推定を経て患者数が導き出され

ており、この抽出対象医療機関を追うこ

とはできない。このため、その作業自体

を NDBに当てはめて、全く同じロジッ

クで集計値を再現させることは不可能で

あり、こうした推計値と NDBを用いた

集計値とのずれを、本研究では 

 

③：患者調査の集計・推計方法による

患者数と、NDB による患者数と

のずれ 

 

として位置づけることとする。これらの

相互関係については、図 4、図 5 も参照

されたい。 

なお、NDB データは国民皆保険下の

日本において悉皆性の高いデータとされ

ているが、NDB には生活保護事例等公

費単独事例や、紙レセプトで処理されて

いる事例についてはデータとして格納さ

れておらず、これらの事例についてはむ

しろ患者調査のほうが数値を拾えている

可能性がある。こうした乖離は根絶させ

ることはほぼ不可能であるため、分析に

際しては、こうした乖離の存在を意識し

ながら進めていくこととする。 
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B. 研究方法 

B1：NDBを用いた再現調査 

調査開始時からみて最も新しい平成 26

年度の患者調査と比較することを目的と

して、平成 26年度診療分の NDB デー

タを有識者会議での審査を経て入手し

た。その際、レセプトの各種コードを

「すべて提供する」ことを原則として認

めていない有識者会議での審査基準を踏

まえ、集計結果に大きな影響が及ばない

範囲内で患者の特定可能性を下げること

を目的として、医科入院、医科入院外、

DPC、調剤、歯科それぞれのレセプトで

年間の出現頻度が 1,000 件未満となる傷

病名コード、診療行為コードを含まな

い、という条件のもと、NDB データ入

手の承諾を得た。 

これらのデータに対し、以下の端末を

用意して、解析に臨んだ。 

 

サーバ：Windows Server 2012 R2 

内臓 HDD：2TB/1TB 計 3TB 

外付けHDD：16TB 

メモリ：160GB 

ソフト：PostgreSQL 

 

途中、データのトラブルがあり再格納

作業等が発生したが、PostgreSQL の設

定変更や共有メモリバッファのために使

用するメモリ量の増強（40GB）、index

の作成順序の変更（データ取り込み後に

実施）などのチューニング変更を行った

結果、最終的にデータ取り込みに要した

時間は、1 か月分の医科レセプト共通レ

コード（識別情報 RE）、およそ 8,500 万

レコード程度の格納で、約 2 時間 30分

程度となった。 

なお、試行錯誤を経てデータ取り込み

に要する時間を削減することができたと

はいえ、NDBデータを利用するにあた

り、NDB データ全てを展開してから作

業を行うのにはかなりの時間を要すると

見込まれたことから、患者調査の調査時

期に近い平成 26（2014）年の 9月、10

月、11月診療分の医科、DPCデータの

うち、医療機関情報レコード（識別情報

IR）、レセプト共通レコード（識別情報

RE）、傷病名レコード（識別情報 SY）、

診断群分類レコード（識別情報 BU）、診

療行為レコード（識別情報 SI）、コーデ

ィングデータレコード（識別情報 CD）

をまず取り込んで、その 3 カ月分のデー

タをもとに作業を行うこととした。これ

らの作業は外部委託を行って処理を進め

たものの、作業頻度を当初は週に 1～2

日程度しか確保できなかったことから、

チューニングの試行錯誤の期間も含め

て、最終的に 3か月分の NDBデータの

取り込みに要した期間は 2 か月に達し

た。また、取り込んだ際のデータ容量は

およそ 700GB に達した。 

 

B2：個別傷病分析、バリデーション等 

患者数や病診の区別といった NDB デ

ータによる基本的な集計をとは別に、個

別の傷病事例に対するNDB データを用

いた集計の可能性を評価する目的で、い

くつかの事例について、今回入手した

NDB データに限らず幅広く個別調査を

行った。具体的には、医薬品中毒事例、
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胃瘻実施件数、急性心筋梗塞事例、加齢

黄斑変性ならびに網膜動脈閉塞症につい

ての検討を行った。 

また、これらの集計の精度を高めるた

めの NDB データの処理に当たって、行

うべき具体的な工夫についての検討もあ

わせて行った。 

 

（倫理面への配慮） 

NDB データの提供依頼申出を行う際

には、「レセプト情報・特定健診等情報

の提供に関するガイドライン」を遵守し

た。またデータ提供を受けるに際しては

所属機関における倫理審査での承認が必

要であるため、京都大学医の倫理委員会

にて申請を行い、承認を得た（R1333）。 

 

C. 研究結果 

C1：NDBを用いた再現結果 

本研究では、平成 26年に実施された

患者調査のうち以下の各表について、可

能な項目について同年診療分の NDB デ

ータで数値を求めたうえで、患者調査の

集計値との比較を行った。各表において

確認を行った集計項目も、併せて以下に

記載する。 

 

（1）上巻第 1表 推計患者数の年次

推移、入院－外来の種別×施設の種類

別 

：推計患者数の算出について 

：推計患者数の、病院か一般診療所

かの区別 

：入院患者か外来患者かの区別 

：新入院か繰り越し入院かの区別 

：初診か再来かの区別、往診の区別 

（2）上巻第 2－4 表 推計患者数の年

次推移、入院－外来の性・年齢階級別

（平成 11 年～平成 26年） 

：性・年齢階級別で得られた値の評

価 

（3）上巻第 4－4 表 受療率（人口

10 万対）の年次推移、入院－外来×

性・年齢階級別（平成 11 年～平成 26

年） 

：性・年齢階級別で得られた値の評

価 

（4）上巻第 7－3 表 退院患者平均在

院日数の年次推移、年齢階級別（平成

11 年～平成 26 年） 

：入院患者における在院日数の評価 

（5）上巻第 11 表 推計患者数、入院

－外来×性・年齢階級×病院－一般診

療所別 

 

以下に、各表における患者調査の集計

値と NDB の集計結果の比較について述

べていく。また、いずれの事例において

も患者数は、NDB の「ID1」すなわち保

険者番号、被保険者証等記号・番号に基

づいた ID を用いて集計を行った。 

 

【（1）：上巻第 1 表の再現】 

（Ⅰ：推計患者数の算出について） 

平成 26年度の患者調査では、割り当

て医療機関ごとに、病院では「10 月 21

日（火曜日）、22 日（水曜日）、23 日

（木曜日）」、診療所では「10 月 21 日

（火曜日）、22 日（水曜日）、24 日（金

曜日）」が調査対象日となっているの
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で、まずⅠのアルゴリズムを適用し、

「病院」からのレセプトなのか、「一般

診療所」からのレセプトなのかを区別し

た。そのうえで、日付ごとに患者数を算

出し、それを合計して 3で割ることで、

推計患者数を算出することとした。曜日

間の格差については、一般診療所の外来

再診の件数を例にとると、最も多いのが

金曜日で次に火曜日、そして水曜日が最

も少なくなっていた。 

 

21 日（火）再診：4,185,411 件 

22 日（水）再診：3,864,696 件 

24 日（金）再診：4,874,586 件 

 

（Ⅱ：推計患者数の、病院か一般診療所

かの区別） 

NDB データ自体には、医療機関コー

ドそのものは含まれていないものの、一

意に特定できるランダムな番号が医療機

関コードの代わりに割り振られている。

一方で、病院と一般診療所とを区別する

フラグは含まれていない。そこで、以下

のアルゴリズムを適用して、そのレセプ

トが「病院」からのレセプトなのか、

「一般診療所」からのレセプトなのかを

区別することとした。 

 

①：1 例も入院事例が発生していない

医療機関の ID を「医療機関レコー

ド」（識別情報 IR）の医療機関コード

から抽出する 

②：入院事例が発生している医療機関

のうち、「診療行為レコード」（識別情

報 SI）で「A108 有床診療所入院基本

料」、「A109 有床診療所療養病床入院

基本料」のコードが発生している医療

機関の ID を抽出する 

③：①あるいは②に該当する医療機関

を「一般診療所」、その他の医療機関

を「病院」とみなし、両者の ID を区

分する 

④：②のコードは別表 1を参照（83 コ

ードあり） 

 

こうすることにより、NDB データか

ら導いた医療機関数は、総数で 80,074

施設、そのうち病院が 8,121 施設、診療

所が 71,953 施設となった。この数値で

あるが、平成 26（2014）年の医療施設

動態調査 6、あるいは医療経済研究機構

のウェブサイトにて公開されている全国

保険医療機関一覧 7と比較して、いずれ

も少ない値となっていた（別表 2）。その

原因はいくつか考えられるが、医療施設

動態調査については、たとえば保険医療

機関でない医療機関を含んでいることで

数が多く出ていることが想定される。ま

た、医療経済研究機構の全国保険医療機

関一覧との比較においては、特に診療所

の数に開きがあることから、診療所の統

廃合が影響している可能性が考えられ

る。 

 

（Ⅲ：入院患者か外来患者かの区別） 

医科レセプトの場合は、以下のアルゴ

リズムを適用して入院患者か外来患者か

を区別することとした。 

 

①：レセプト共通レコード（識別情報
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RE）の「レセプト種別」において、4

ケタのコードの数字の末尾が奇数とな

る事例を入院、偶数となる事例を外来

とする。 

②：いずれにおいても、該当日に診療

行為レコード（識別情報 SI）のコード

が存在するものを、その日の入院／外

来事例として取り扱った 

 

DPC レセプトは入院事例に限定され

るものの、該当日に確かに入院している

かどうかを確認するアルゴリズムとし

て、以下の 3 通りにおいて検討した。 

 

①：診断群分類レコード（識別情報

BU）の「今回入院年月日」と「今回

退院年月日」の間に、該当する日が含

まれているか否か。 

②：診療行為レコード（識別情報 SI）

のコードが該当する日に存在するか否

か 

③：診療行為レコード（識別情報 SI）

あるいはコーディングデータ情報（識

別情報 CD）のコードが該当する日に

存在するか否か 

 

その結果、③により得られた値が、病

院入院患者において患者調査の値に最も

近づいたため、その値を採用した（別表

3）。 

 

（Ⅳ：新入院か繰越入院かの区別） 

「新入院」か「繰越入院」かの区別

は、以下のアルゴリズムを適用して行う

こととした。 

 

①：該当する日（ここでは 10月 21日

を例とする）に入院歴がある事例を全

て抽出する 

②：これらのデータのうち、医科レセ

プトの場合、DPC レセプトの場合の

いずれも、レセプト共通レコード（識

別情報 RE）の「入院年月日」が 10 月

21 日である事例を「新入院」、それ以

外は「繰越入院」とみなす。 

③：「一連の入院」についての評価

は、今回は行わない。ただし導かれた

数値が患者調査集計値と大きく相違し

ていた場合は、別途再検討を行う。 

 

入院期間の計算については、保険医療

機関を退院後、同一傷病により当該保険

医療機関又は当該保険医療機関と特別の

関係にある保険医療機関に入院した場合

は、一部例外を除き、当該保険医療機関

の初回入院日を起算日として計算するこ

ととして定められている。このため、③

のアルゴリズムを加えた。最終的に、当

表においてはこのことを考慮には加えな

かったが、「上巻第 7－3表 退院患者平

均在院日数の年次推移」においては考慮

する必要があることが示されたので、こ

れは後述する。 

 

（Ⅴ：初診か再来かの区別、往診の区

別） 

「初診」か「再来」かの区別、「往

診」の区別については、以下のアルゴリ

ズムを適用して行うこととした。 
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①：「A000 初診料」を算定していれ

ば、「初診」とみなす。 

②：「A001 再診料」あるいは「A002 

外来診療料」を算定していれば、「再

来」とみなす。 

③：「C000 往診料」あるいは「C001 

在宅患者訪問診療料」を算定していれ

ば、「往診」とみなす。 

 

最終的に一部の数値（「一般診療所」

の「入院」「往診」）でNDB データの集

計値のほうが高い値になっているもの

の、総じて患者調査の値のほうがNDB

データの集計値よりも高い値となった

（別表 4）。なお、今回の NDBデータの

集計値においては歯科レセプトを含んで

いないが、患者調査における外来事例で

は歯科レセプトが含まれているため、と

くに他表では外来患者数において患者調

査の値がNDBデータの集計値よりもか

なり高い値をとるところがある。 

 

【（2）：上巻第 2－4表の再現】 

【（3）：上巻第 4－4表の再現】  

上巻第 1表の再現の過程で得られた

NDB データの入院、外来別推計患者数

を、性別、および年齢階級別で区分し、

数値を比較した。その結果、いずれの区

分においても患者調査のほうが NDB デ

ータから得た値よりも高い値をとること

となった（別表 5）。明らかな偏りは見ら

れなかった。対人口 10万人で求めた数

値においても、同様であった（別表 6）。

なお、上巻第 4－4 表の再現にあたり、

人口情報として、平成 26 年 10 月 1日現

在人口推計情報を使用している 8。 

 

【（4）：上巻第 7－3 表の再現】 

この表では、退院患者平均在院日数が

集計項目となっている。「退院患者平均

在院日数」の定義は、 

 

調査対象期間中（平成 26 年 9月 1 日

～30 日）に退院した患者の在院日数

の平均 

 

となっていることから、対象患者の抽

出およびそれら患者の在院日数の集計に

ついては、以下のアルゴリズムを適用し

て行うこととした。 

 

①：医科レセプトについては、9月の

入院レセプトで診療行為レコード（識

別情報 SI）がなくなった日を退院日と

し、レセプト共通レコード（識別情報

RE）の「入院年月日」との差を、在院

日数とした。 

※9 月 30 日まで SI レコードが記録さ

れている事例は、その日に退院したの

か、あるいは 10 月 1 日以降も入院し

ているのかが評価できないため、「同

じ ID1 において、10 月に入院レセプ

トが発生していない事例」に限定し

て、数値を導くこととした。 

②：DPC レセプトについては、診断

群分類レコード（識別情報 BU）の

「今回退院年月日」が 9月 1 日から 9

月 30 日までのレセプトを対象に、BU

レコードの「今回入院年月日」と「今

回退院年月日」との差を、在院日数と
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した。 

 

 最終的に得た結果は、DPC レセプト

においては比較的患者調査と近い値とな

った（別表 7）が、医科レセプトにおい

ては患者調査で得られた結果と比べて軒

並み長くなっていることが明らかとなっ

た。平成 26（2014）年 9 月の時点で、

NDB に記されている入院年月日が

10,000 日以上前となっている事例のう

ち、主傷病となっている傷病名コードの

上位 10例は、以下のとおりであった

（件数の下一桁は切り捨てている）。 

 

傷病名コード  件数 

8841702  470 

3439006  70 

0000999  50 

3459001  40 

8845414  20 

3459004  10 

8842618  10 

7373006  10 

8842549  10 

3269005  10 

 

 こうした値が得られた理由として、一

定期間退院していた患者の場合でも、同

一疾患で同一の医療機関に再入院する場

合は、常に最初に入院した日が入院日と

して記録され続けてしまう、という診療

報酬請求のルールが影響を及ぼしている

可能性があるのではないかと思われた。 

NDB の医科レセプトにおいて「在院

日数」が長期にわたっている事例を外れ

値として削除し、改めて「在院日数」を

集計したところ、「総数」の数値で最も

近くなったのは、在院日数が 500 日未満

となる事例のみで集計を行った場合であ

った（別表 7）。ただし、慢性疾患患者で

実際に長期の入院となっている事例が、

この処理によって強制的に削除されてし

まっている可能性否定することはできな

い。正確な集計を行うのであれば、可能

な限り長期間のレセプトを入手し、診療

行為レコードのうち入院診療関連の算定

コードが途切れる時期にまでさかのぼ

り、その時期を「『真の』入院開始日」

と定義しなおして再度集計することが必

要となる。 

 

【（5）：上巻第 11 表の再現】 

 この表では、入院レセプトと外来レセ

プトを性・年齢階級別に区分して集計を

行った。これまでに使用してきたアルゴ

リズムをそのまま使用し、集計結果を求

めることができた。別表 5、別表 6の年

齢階級別の集計結果を男女別に表現して

いるところが特徴であるこの表におい

て、いずれの年齢階級においても、「患

者調査/NDB 比」において、男女間で特

段の違いを確認することはできなかった

（別表 8）。 

 

C2：個別研究、バリデーション等 

患者数や病診の区別といった NDB デ

ータによる基本的な集計をとは別に、個

別の傷病事例に対するNDB データを用

いた集計の可能性を評価する目的で、い

くつかの事例について、今回入手した



11 
 

NDB データに限らず幅広く個別調査を

行った。具体的には、医薬品中毒事例、

胃瘻実施件数、急性心筋梗塞事例、加齢

黄斑変性ならびに網膜動脈閉塞症につい

ての検討を行った。 

また、これらの集計の精度を高めるた

めの NDB データの処理に当たって、行

うべき具体的な工夫についての検討もあ

わせて行った。 

医薬品中毒 (ICD-10: T36-T50) につ

いては、2014 年 9 月 1日から 9月 30 日

まで間に退院した全症例を調査している

ことを踏まえれば、季節変動がないとす

れば 1 年間の退院患者数は 25692 名とな

ることが想定された。 

一方、2012 年 10 月 1日から 2013 年

9 月 30 日の間に、医薬品中毒により入

院した患者数を集計したところ、年間入

院患者数は 21663 名であったが、両者に

ついて、 

 

生活保護受給者症例を含む(18%) 

期間内の再入院を含む(11%) 

 主傷病を 1 つに限る 

 

という処理を施した結果、患者数は

19812～29096 名と再推計された。NDB

の主傷病を 1 つに限ると患者数が 14%減

少するという想定の場合に、患者調査に

よる推計退院患者数 (25692 名) に最も

近づいた。 

 胃瘻事例の評価については、先行研究

等と NDB サンプリングデータセットに

よる分析を比較した結果、平成 26

（2014）年の診療報酬改定の影響を考慮

に入れれば、NDB の診療実績等に基づ

いた単純集計では過小評価に至る可能性

があることが示唆された。 

 急性心筋梗塞事例の評価については、

単純集計では、患者数等の基本的項目の

評価でみられた傾向と同様、NDB デー

タの集計値がやや数値が低い傾向が認め

られたが、一方で、患者調査事例におい

て「急性心筋梗塞」事例の大半が、入院

事例ではなく外来事例として取り扱われ

ているという課題も認められた。 

 加齢黄斑変性におよび網膜動脈閉塞症

の事例の評価においては、傷病名の選択

を工夫することで、事例抽出の感度、特

異度を引き上げられることが確認でき

た。 

 一方で、これらの集計結果を導く際に

は、さまざまな課題も浮かび上がってき

た。医療機関コードは、NDB データの

分析に当たって患者受け入れ機能を分類

する際などに有用な情報であり、現在の

NDB 利用においては、コード情報がそ

のまま提供されることはガイドライン上

認められていないものの、利用者が希望

する医療機関への特徴づけを行う際に、

既存の医療機関コードを用いてフラグ作

成をすることで対応することが可能とな

っている。しかし、医療施設調査に記録

されている整理番号と地方厚生局が公開

している医療機関番号が一致していない

ことが確認され、例えば病診区分のよう

な基本的な分析を医療機関コードを用い

て行うにしても、複雑かつ困難な処理を

伴わざるを得ないことが明らかになっ

た。 
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 非弁膜症性心房細動：（I48.x）および

心不全（I11.0、I50.0、I50.1、I50.9）を

有する患者における医療費の集計を対象

として事例の抽出を行うにあたり、入院

期間の評価については、最古の診療年月

で絞り込むと同月での転院による複数回

入院が含まれてしまい、当該マスターが

一意の患者とならず、最終データセット

を作成すると件数が倍増することが確認

された。 

 希少疾患を対象にして NDBデータ分

析を行う場合は、サンプリングデータセ

ット（入院症例の場合 10%抽出）を用い

て事例を抽出し割り戻したところ、海外

での既報の有病率に類似した結果が得ら

れることがわかり、希少疾患に対する

NDB サンプリングデータセットの利用

可能性を確認することができた。同様

に、病院の特性を反映する診療報酬請求

項目情報を適切に活用することで既報の

奔放の有病率に類似した結果を得ること

ができ、高血圧のような患者数の多い疾

患に対しても NDB サンプリングデータ

セットの利用可能性を確認することがで

きた。 

 一方で、こうした NDB データの利用

可能性については、傷病の種類を選ばず

にあてはめることが難しいことが示唆さ

れた。たとえば、疾患特異性の高い検査

が存在するかどうか、受診頻度が多いか

否か、傷病名の妥当性が高いか否か、と

いった 3つの基軸を導入することで、

NDB データを用いた患者数の推計の傾

向において、2×2×2 の 8 通りの「推計

の傾向」をとり得ることが示唆された。 

 

D. 考察 

今回 NDB データから患者調査の再現

を試みた項目は、いずれも非常に基本的

な項目に限定されているが、それでも、

患者調査の結果と NDBデータの集計値

との間には一定の相違が認められた。 

特に外来事例において患者調査の結果

が NDBデータの集計値より大きくなっ

ているのは、歯科診療所のレセプトが含

まれているか、いないかによるものであ

る。別表 1 の項目「患者調査（歯科除

く）／NDB」では、入院事例と外来事例

とで、初診事例を除いてそれほど大きな

比率の違いは認められなかった。こうし

た歯科診療所症例は、傷病別で患者数を

求める際には、歯科傷病を除いて集計結

果に表れることはないと想定されるた

め、今後、歯科レセプトも含めた比較を

行うことができれば、両者の差はそれほ

ど気にしなくてもよくなると思われる。 

一方で、今回、取り込んだデータにお

いて、例えば 0歳患者の外来症例におい

ては、男女いずれも患者調査のほうが、

NDB データ集計値と比較して 2倍以上

の値となっていた。今後、疾患別に患者

数の評価を行うことができれば、こうし

た格差を評価し解決することが可能にな

ると考えられる。 

「患者調査の結果」と、「NDBデータ

を集計した結果」とが完全に合致するこ

とは、まず不可能である。それというの

も、図 4でも示したように 

 

①：診療報酬算定ルールを踏まえた 
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バリデーション処理 

②：分析者のデータ解釈を踏まえた 

バリデーション処理 

③：患者調査の集計・推計方法による

患者数と、NDB による患者数と

のずれ 

 

の 3 つのバリデーション処理および比推

定のずれを、患者調査のあらゆる項目を

全て満たし、かつ一定のロジックを保ち

ながら処理しなければならないからであ

る。 

一方で、NDBの悉皆性から考える

と、社会医療診療行為別統計がそうであ

ったように、層化無作為抽出のうえで得

られた結果を推定する処理よりも、悉皆

性の高いデータからそのまま集計を行え

るのであれば、そのほうがデータの精度

として信頼度が高いのではないか、とい

う意見が出るのも頷ける話である。悉皆

性の高いNDBの集計値を無理に患者調

査の値に合わせようとすると、それは統

計としての統一性を維持する作業である

一方で、見方によっては不自然な処理を

ほどこして数値を整える作業としてとら

えられてしまう可能性も否定できない。

今後も NDB による代替可能性の評価を

継続するのであれば、患者調査の値と

NDB データを用いた集計値との相違を

無理に埋めることよりも、両者の集計結

果を併記するなどして、両者の数値の相

違に対する「慣れ」を利用者間に醸成

し、そのうえで徐々に、NDB による代

替を検討するべきではないかと思われ

た。 

 

E. 結論 

当研究では、患者調査における各種集

計項目のうち、複雑なバリデーション処

理なしにNDBから再現が可能と思われ

た各項目について NDBデータを用いた

集計を行い、患者調査の結果との比較を

行った。基本的な項目に絞った再現調査

であったが、患者調査と NDBデータの

集計値とでは差がみられたが、年齢階級

や性別、入院・外来の区別ごとに一定の

傾向を認めることができた。在院日数に

ついては、NDB 医科レセプトにおいて

患者調査よりも大きな値が出る傾向がみ

られた。「入院開始日」の情報の扱いが

難しく、精度の高い集計を行うために

は、「入院開始日」の情報のみならず、

入院日の途切れを診療行為レコードから

評価する必要があることが確認できた。 
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（図 1：患者調査の集計方法） 

 

 
（図 2：患者調査の調査票） 
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（図 3：患者調査の調査票） 

 

 
（図 4：患者調査各項目に対するNDBデータ集計時の処理のイメージ） 
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（図 5：患者調査、NDB データ、一般的解釈にずれが発生するイメージ）  
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（別表 1：有床診療所における入院基本料の診療行為コード（A008～A009）） 
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（別表２：NDB 及び各種統計での医療機関数の違い） 

 
NDBデータから 

導いた医療機関数 
（平成 26年度診療分） 

平成 26（2014）年 

医療施設動態調査 

2014年 IHEP 

全国保険医療 

機関一覧より 

総数 80,074 108,954 95,762 

病院 8,121 8,493 8,449 

診療所 71,953 100,461 87,313 

 

 

（別表 3：複数のアルゴリズムによる NDB データの入院患者の集計値） 

 患者調査集計値 

DPC を BU の今回

入院、退院日情報を

用いて集計した 

場合 

DPCの SI、CDを 

用いて集計した場

合 

病院 1,273,000 1,044,131 1,073,523 

診療所 45,800 57,062 57,546 
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（別表 4：上巻第 1 表の、患者調査と NDB データ集計値との比較） 
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（別表 5：上巻第 2－4表の、患者調査と NDBデータ集計値との比較） 
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（別表 6：上巻第 4－4表の、患者調査と NDBデータ集計値との比較） 
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（別表 7：上巻第 7－3表の、患者調査と NDBデータ集計値との比較） 
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（別表 8：上巻第 11表の、患者調査とNDBデータ集計値との比較） 
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平成 30年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

患者調査等、各種基幹統計調査における 

NDBデータの利用可能性に関する評価 

分担研究報告書 

 

患者調査におけるNDBの利活用の可能性の検討 

研究分担者 奥村泰之 
公益財団法人 東京都医学総合研究所 

精神行動医学研究分野 心の健康プロジェクト 主席研究員 
 

研究要旨 

研究目的：患者調査において、レセプト情報・特定健診等情報データベース (NDB) を利活用する可能

性を検討する。 

研究方法： 平成 26年医療施設静態調査 (病院票・一般診療所票)、関東信越厚生局保険医療機関・保険

薬局の指定一覧、平成 26年度患者調査 (退院票)、平成 30年 7月版電子レセプトの作成手引き (医科・

DPC)、レセプト情報・特定健診等情報データベースによる医薬品中毒の集計 (Okumura et al: J 

Epidemiol. 2017 Aug;27(8):373-380) を調査対象とした。 

結果： 第 1に、現状の医療施設調査を活用して持続可能性のある医療機関マスタを整備することは不

可能であることが明らかになった。第 2に、医薬品中毒をモデルとして、患者調査と NDBの推計患者

数が、一定の条件を満たした場合に近似することを実証した。ここで、一定の条件とは、①生活保護受

給者の構成比、②再入院率、③主傷病を 1つに限る影響度、の 3点であった。 

まとめ： 医療施設調査の整理番号と、レセプト情報に含まれる医療機関コードとの対応表を公開する

などの方策を検討することが求められる。また、NDBを活用した医薬品中毒患者数の推計において、

入院と比較して外来の方が困難であったことなど、分析経験を、色々な傷病において共有していくこと

が望ましい。 

 

A. 研究目的 

本研究では、基幹統計調査である患者調査に

おいて、レセプト情報・特定健診等情報データ

ベース (NDB) を利活用する可能性を検討する。

具体的には、①持続可能性のある医療機関マス

タを整備できる可能性を検討すること、②医薬

品中毒をモデルとして、患者調査と NDBの推

計患者数の相違を検討することを目的とする。 

B. 研究方法 

1. 調査対象 

平成 26年医療施設静態調査 (病院票・一般診

療所票)、関東信越厚生局保険医療機関・保険薬

局の指定一覧、平成 26年度患者調査 (退院票)、

平成 30年 7月版電子レセプトの作成手引き (医

科・DPC)、レセプト情報・特定健診等情報デー

タベースによる医薬品中毒の集計 (Okumura 

et al: J Epidemiol. 2017 Aug;27(8):373-380) 

別添 4 
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を調査対象とした。 

C. 研究結果 

1. 医療機関コード 

レセプト情報には、都道府県コード (2桁) と

医療機関コード (7桁) が記録されている。この

2つの情報を統合すると、ユニークな医療機関

コードとなる。レセプト情報に記録されている

医療機関コードは、地方厚生局が公開している

医療機関番号と等しい。 

同様に、医療施設調査では、整理番号 (9桁) 

が記録されている。患者調査では、医療施設調

査の整理番号と紐付けられるよう設計されてい

る。しかし、医療施設調査に記録されている整

理番号は、地方厚生局が公開している医療機関

番号と等しくないことが確認された。 

2. 患者数推計の相違 

医薬品中毒 (ICD-10: T36-T50) は、医薬品に

より過剰な毒の作用が生じている状態である。

受診に至る症例のうち、外来加療ですむ場合も

あれば、入院加療を要することもある。入院加

療を要する場合であっても、在院日数は、多く

の症例では 1~3日程度である。入院加療を要す

る症例では、救急搬送を断られるために、救命

救急センターに搬送される傾向がある。 

患者調査の退院票では、層化無作為抽出によ

り調査客体となった医療機関より (500床以上

の医療機関については悉皆調査となる)、2014

年 9月 1日から 9月 30日まで間に退院した全

症例を調査している。患者調査では、1つの主

傷病を記載することが求められる。標本抽出理

論を考慮した推計退院患者数は 2141名である

ため、季節変動がないとすれば 1年間の退院患

者数は 25692名となる。なお、医薬品中毒の退

院患者に占める生活保護受給者の割合は 18.9%

であった。 

Okumuraらは、NDBを活用して、2012年

10月 1日から 2013年 9月 30日の間に、医薬

品中毒により入院した患者数 (疑い病名を除く

入院日が診療開始日の傷病名あるいは入院の契

機となった傷病名、ID1により期間内の初回入

院に制限) を集計している。その結果、年間入

院患者数は 21663名であった。 

患者調査と NDBでは、表に示す定義の相違

があるため、直接的な比較が困難である。そこ

で、患者調査とNDBの定義を等しくするよう、

以下の条件で、シミュレーションを行うことに

より、NDBによる患者数を再推計した: ①生活

保護受給者の症例を含む (18%)、②期間内の再

入院を含む (11%)、③主傷病を 1つに限る。最

後の条件は、不確実性が大きいため、0~30%の

幅を想定した (図)。その結果、患者数は

19812~29096名と再推計された。NDBの主傷

病を 1つに限ると患者数が 14%減少するという

想定の場合に、患者調査による推計退院患者数 

(25692名) に最も近づいていた。
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表: 患者調査とNDBの定義の相違 

定義 患者調査 NDB 相違 

抽出法 全保険医療機関から層

化無作為抽出 (500床

以上は悉皆調査) され

た医療機関の全症例 

保険医療機関で保険診

療された全症例 

NDBの方が、患者調査と比較して、生活

保護受給者の構成比の程度 (約 18%)、過

少推計となることが予想される 

患者数 入院患者数 退院患者数 ほぼ同値となることが期待される 

期間 2014年 9月 1日から 9

月 30日 

2012年 10月 1日から

2013年 9月 30日 

NDBの方が季節変動の影響を受けない

値になることが予想される 

再入院 期間内の再入院も含ま

れる 

期間内の再入院を除外

している (含めること

もできる) 

NDBの方が、患者調査と比較して、1年

再入院率の程度 (約 11%)、過少推計とな

るこことが予想される 

診断名 1つの主傷病 疑い病名を除く入院日

が診療開始日の傷病名

あるいは入院契機とな

った傷病名 

患者調査の方が、NDBと比較して、創傷

など複数の主傷病がある程度 (頻度不

明)、過少推計となることが予想される 
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図: 患者調査とNDBの定義が等しいと仮定した場合の推計患者数のシミュレーション 
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D. 考察 

本稿では、第 1に、現状の医療施設調査を活

用して持続可能性のある医療機関マスタを整備

することは不可能であることが明らかになった。

医療機関マスタを整備する体制がない事実は、

NDB において、大学病院など医療機関の開設者

を識別することが困難であるばかりではなく、

病院と診療所を区分することすら難しいことを

意味する。 

医療経済研究機構の清水沙友里研究員は、平

成 26年度より、地方厚生局が公開している情報

を基に、医療機関マスタを作成して、無償公開

している (http://www.ihep.jp/business/other/)。

現状では、清水マスタが、無償かつ経時的に公

開されている唯一のものであると思われる。し

かしながら、清水マスタは、表記揺れや間違い

が含まれている可能性を否めない、という課題

がある。厚生労働省は、持続可能性のある医療

機関マスタを整備するために、2009年から最新

年にわたり、医療施設調査の整理番号と、レセ

プト情報に含まれる医療機関コードとの対応表

を公開するなどの方策を検討することが求めら

れるであろう。 

本稿では、第 2に、医薬品中毒をモデルとし

て、患者調査と NDBの推計患者数が、一定の

条件を満たした場合に近似することを実証した。

ここで、一定の条件とは、①生活保護受給者の

構成比、②再入院率、③主傷病を 1つに限る影

響度、の 3点であった。特に、③の影響につい

ては、すべての疾患に共通して考慮が必要とな

る条件であるため、注意が必要であろう。 

なお、NDBを活用した医薬品中毒患者数の推

計において、入院と比較して、外来の方が困難

であったことは、留意すべきである。筆者らは、

医薬品中毒の入院患者数を推計する際に、外来

患者数についても推計を試みていた。その結果、

ごく一部の地域ではあるが、救命救急センター

よりも遥かに多い医薬品中毒患者を受け入れる

「診療所」が現れることが明らかになった。レ

セプト病名は、入院よりも外来の方が妥当性に

欠けることが多いと考え、公表を差し控えた。

こうした経験は、色々な傷病において共有して

いくことが望ましいであろう。 

 

E. 健康危険情報 

なし 

F. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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2018年度厚生労働科学研究費（統計情報総合研究事業） 

患者調査等、各種機関統計調査におけるNDBデータの利用可能性に関する評価 

各種基幹データ構成要素のNDB データとの代替可能性の検証： 

NDB分析用データセットの抽出・加工に関するバリデーション方法の開発 

 

研究分担者 氏名 佐藤 大介 

  所属 国立保健医療科学院 保健医療経済評価研究センター 主任研究官
                                          

 研究要旨  

本研究では、厚生労働大臣から第三者提供を受けたレセプト情報等データベース

（NDB）を加工して基幹データ構成要素の NDB データとの代替可能性の検証する際

に生じる、中間生成物となる「分析用データセット」を生成するプロセスについて

検証するためにダブルコーディングによるバリデーション方法について検討を行

い、「分析用データセット」から「集計結果表」の生成で齟齬になりうる留意事項

や処理プロセスで統一すべき事項について整理する。 

本研究で用いたバリデーション手法によってバリデーションの結果が完全一致し

ていることを確認するとともに、本研究を通じて処理プロセス別に起こりえる留意

事項や処理プロセスで統一すべき事項について考察を行った。 

同月での転院による複数回入院が含まれる場合の処理方法、２つ以上のレコード

を結合する処理プロセスおよび結合方式の記載方法、医科レセプトと DPC レセプト

によって抽出条件が異なる場合の取り扱い、欠損値の取り扱い等、解析計画書の正

確な記述で誤った結果出力を防ぐことが可能となることが示唆された。 

また、NDB はデータサイズが大きいため、まずは 1万人サンプリング等の小さい

データベースを用いて解析を実施し、バリデーションが完全一致していることを確

認したのち、最終解析を実行する方法が望ましい。 

今後、各種基幹データ構成要素の NDB データとの代替可能性の検証の解析手順や

バリデーション方法を明確にすることで、さらなる解析精度の向上が期待される。 

    

Ａ．研究目的 

本研究では、厚生労働大臣が保有し、第

三者提供によって厚生労働省保険局から提

供を受けたレセプト情報等データベース

（NDB）を加工して中間生成物である「分

析用データセット」を生成するプロセスに

ついて、加工処理プロセスを検証するため

にダブルコーディングによるバリデーショ

ン方法について検討する。加えて「分析用

データセット」から「集計結果表」の生成

で齟齬になりうる留意事項や処理プロセス

で統一すべき事項について整理する。 

 

Ｂ．研究方法 

1.データソース 

第三者提供によって厚生労働省保険局から

提供を受けたレセプト情報等データベース

の DPC レセプト、医科レセプト、調剤レセ

プトを用いた。 

 

2.解析対象 

（１）対象疾患 

非弁膜症性心房細動：（I48.x）および心

不全（I11.0、I50.0、I50.1、I50.9）を有

する患者における医療費の集計（疑い病名

を除く） 

（２）選択基準 
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主傷病･副傷病に関わらず、非弁膜症性心

房細動：（I48.x）、心不全（I11.0、

I50.0、I50.1、I50.9）の傷病名（疑い病

名は除く。）のいずれかが出現するレセプ

トを有する患者の全ての DPC レセプト、医

科レセプト（入院・入院外）および当該医

療機関と同一の医療機関コードからふり出

された処方せんを調剤した薬局の調剤レセ

プト。 

（３）除外基準 

選択基準で指定した傷病名を有しない DPC

レセプト、医科レセプト（入院・入院外）

レセプトおよび当該医療機関と同一の医療

機関コードからふり出された処方せんを調

剤した薬局の調剤レセプトは非関連医療費

と考えて除外する。 

 

3.「分析用データセット」生成の処理プ

ロセス 

厚生労働省保険局から提供を受けたレセプ

ト情報等データベース（NDB）から「解析

用データセットテーブル」を生成する方法

は、福田治久 1,2の先行研究成果を用いる

こととし、「分析用データセット」を生成

する処理プロセスは 2.解析対象に基づき

以下のステップで行う。 

(0）共通処理） 

0.1 データベース管理システムにスキ

ーマを作成する 

0.2 レセプトに格納されているレコー

ド情報別にテーブルを定義する 

0.3 対象傷病名マスターを読み込む 

0.4 フラグ傷病名マスターを読み込む 

0.5 フラグ診療行為マスターを読み込

む 

0.6 フラグ医薬品マスターを読み込む 

 

(1)「傷病名レコード情報」を「対象傷病

名マスター」で絞り込んで「最古の入院

ID のマスター」（患者 ID 、入院 ID）を

作成する。入院 ID が NULL、疑いフラグ=1

は除外する。 

 

(2)「入院情報レコード」を「最古の入院

ID のマスター」で絞り込んで「解析対象

入院 ID マスター」（入院 ID 、患者 ID、

最終診療日）を作成する。最終診療日が

NULL（退院日が不明）は除外する。 

 

(3)「傷病名レコード」を「解析対象入院

ID マスター」「フラグ傷病名マスター」

で絞り込んで「傷病名フラグマスター」を

作成する。疑いフラグ=1 は除外する。 

 

(4)「傷病名レコード」を「解析対象入院

ID マスター」「フラグ傷病名マスター」

で絞り込んで「傷病名フラグ（主傷病に限

定）マスター」を作成する。疑いフラグ=1

は除外する。 

 

(5)「診療行為レコード」を「解析対象入

院 ID マスター」「フラグ診療行為マスタ

ー」で絞り込んで「診療行為フラグマスタ

ー」を作成する。 

 

(6)「医薬品レコード」を「解析対象入院

ID マスター」「フラグ医薬品マスター」

で絞り込んで「医薬品フラグマスター」を

作成する。 

 

(7)「診断群分類情報レコード」を「解析

対象入院 ID マスター」で絞り込んで「今

回入院年月日マスター」（レセプト ID、

今回入院年月日）を作成する 

 

(8)「レセプト情報レコード」を「解析対

象入院 ID マスター」で絞り込んで、「今

回入院年月日マスター」および各フラグマ

スターを連結して解析対象入院期間データ

を作成する（レセプト ID、レセプト総括

区分、患者 SID1、患者 SID2、患者 ID 、

診療年月、診療時年齢区分、男女区分、入

院年月日、今回入院年月日、合計点数、診

療実日数、入院 ID 、レセプト区分、集計
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区分、医薬品フラグ、診療行為フラグ、傷

病名フラグ、主傷病名フラグ）。対象は医

科レセプトと DPC レセプトとする。DPC レ

セプトのレセプト総括区分=1 は除外す

る。 

 

(9)「解析対象入院 ID マスター」から「退

院後診療年月マスター」（患者 ID、診療

年月、集計区分(2/3/4)）を作成する。 

 

(10)「傷病名レコード」を「退院後診療年

月マスター」「フラグ傷病名マスター」で

絞り込んで「退院後傷病名フラグマスタ

ー」を作成する。疑いフラグ=1 または

「解析対象入院 ID マスター」に含まれる

入院 ID を持つレコードを除外する。 

 

(11)「傷病名レコード」を「退院後診療年

月マスター」「フラグ傷病名マスター」で

絞り込んで「退院後傷病名フラグ（主傷病

に限定）マスター」を作成する。疑いフラ

グ=1 または「解析対象入院 ID マスター」

に含まれる入院 ID を持つレコードは除外

する。 

 

(12)「診療行為レコード」を「退院後診療

年月マスター」「フラグ診療行為マスタ

ー」で絞り込んで「退院後診療行為フラグ

マスター」を作成する。「解析対象入院

ID マスター」に含まれる入院 ID を持つレ

コードは除外する。 

 

(13)「医薬品レコード」を「退院後診療年

月マスター」「フラグ医薬品マスター」で

絞り込んで「退院後医薬品フラグマスタ

ー」を作成する。「解析対象入院 ID マス

ター」に含まれる入院 ID を持つレコード

は除外する。 

 

(14)「診断群分類レコード」を「退院後診

療年月マスター」で絞り込んで「退院後今

回入院年月日マスター」（レセプト ID、

今回入院年月日）を作成する 

 

(15)「レセプト情報レコード」を「退院後

診療年月マスター」で絞り込んで、「退院

後今回入院年月日マスター」および各退院

後フラグマスターを連結して解析対象退院

後データを作成する（レセプト ID 、レセ

プト総括区分、患者 SID1、患者 SID2 、患

者 ID 、診療年月、診療時年齢区分、男女

区分、入院年月日、今回入院年月日、合計

点数、診療実日数、入院 ID、レセプト区

分、集計区分(2/3/4) 、医薬品フラグ、診

療行為フラグ、傷病名フラグ、主傷病名フ

ラグ）。「解析対象入院 ID マスター」に

含まれる入院 ID を持つレコードまたは

DPC レセプトのレセプト総括区分=1 は除外

する。 

 

(16)解析対象入院期間データ、解析対象退

院後データを連結して疾病費用分析用デー

タセットを作成する。（レセプト ID 、レ

セプト総括区分、患者 SID1、患者 SID2 、

患者 ID 、診療年月、診療時年齢区分、男

女区分、入院年月日、今回入院年月日、合

計点数、診療実日数、入院 ID、レセプト

区分、集計区分(2/3/4) 、医薬品フラグ、

診療行為フラグ、傷病名フラグ、主傷病名

フラグ） 

 

４．バリデーション方法 

（１）分析担当者が「解析用データベー

ス」から「疾病費用分析用データセット」

を生成する処理プロセスを処理プロセス計

画書（３．処理プロセス計画書参照）に記

載する。 

（２）作成した処理プロセスのアルゴリズ

ムを分析担当者と分析担当 SE が確認を行

い、疑問点や留意事項について合意した内

容を処理プロセス計画書に加筆修正し、処

理プロセスを確定する。（次節 処理プロ

セス計画 参照） 
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（３）分析担当者と分析担当 SE がそれぞ

れ独立して処理プロセス計画書を実行する

プログラムを作成する。プログラム言語は

SQL 言語（PostgreSQL）に統一する。 

（４）分析担当者と分析担当 SE がそれぞ

れ作成したプログラムを実行し、生成され

た「疾病費用分析用データセット」が完全

一致するかどうかを比較する。比較方法は

Linux コマンドの”diff”を使用する。 

（５）完全一致しない場合は処理プロセス

計画書のプロセス毎に生成する中間テーブ

ルを比較し、分析担当者と分析担当 SE に

よるコードレビューを行い、処理プロセス

計画書の記載内容やプログラムに不備等の

修正を行う。修正後に再度生成した「疾病

費用分析用データセット」が完全一致する

かどうか比較する。（完全一致するまで繰

り返す） 

（６）分析担当者と分析担当 SE が生成し

た「疾病費用分析用データセット」が完全

一致していることを確認した後、diff コ

マンドの出力結果画面のハードコピー

（Print Screen）を保存する。 

 

 

Ｃ．研究結果 

「解析用データベース」から「疾病費用分

析用データセット」を生成する処理プロセ

スについて、分析担当者と分析担当 SE が

生成した「疾病費用分析用データセット」

が完全一致していることを確認した。（別

図：diff コマンドの出力結果画面のハー

ドコピー（Print Screen）参照） 

 

Ｄ．考察 

医療費用を解析するにあたり、基礎データ

となる「疾病費用分析用データセット」お

よび「集計結果表」の生成について、加工

処理プロセスを検証するためにダブルコー

ディングによるバリデーションを実施した

結果、プログラムコードや処理プロセス手

順についての検討・修正を経て、結果が完

全一致していることを確認した（別図参

照）。本研究で実施にあたっては、処理プ

ロセスのステップ別に起こりえる留意事項

や処理プロセスで統一すべき事項について

考察する。 

第一に、解析対象マスターとする「最古

の入院 ID のマスター」を作成する際、

「最古の入院」は最古の診療年月ではな

く、入院 ID の最小値とすることを明記す

る。（理由：最古の診療年月で絞り込む

と、同月での転院による複数回入院が含ま

れる。そのため当該マスターが一意の患者

とならない。その結果、最終データセット

を作成すると件数が倍増する。）「傷病名

フラグマスター」「主傷病名フラグマスタ

ー」「診療行為フラグマスター」「医薬品

フラグマスター」は３つのテーブルを結合

して生成するが、段階的に処理する方法と

１つに纏めて処理する方法がある。３つ以

上のテーブルを結合する処理プロセスは可

能な限り段階別に記載するのが望ましい。

各処理プロセスで作成したマスターと「最

古の入院 ID のマスター」と結合し一つの

テーブルに集約する際、結合方式が INNER 

JOIN（絞り込み）か「最古の入院 ID のマ

スター」に揃える LEFT JOIN（連結）か

がわかるよう記載する必要がある。入院期

間におけるレセプトを処理するプロセスで

は、医科レセプトと DPC レセプトによって

抽出条件が異なる場合は具体的に明記す

る。（例：DPC レセプトのレセプト総括区

分の条件）また、退院後におけるレセプト

を処理するプロセスでは、入院レセプトを

除外することや、各処理プロセスで作成す

る中間テーブルの名称を明記する。テーブ

ル名称は「」で括ることで処理プロセスの

読みやすさを改善することができる。各処

理プロセスで設定する条件について、NULL

の取り扱いについて明記する。各マスター

を作成するプロセスにおいて、レセプト

ID 単位で一意となるテーブルを前提とす

る場合、データはレセプト ID が一意
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（DISTINCT）であることを明記する。対象

傷病名、対象医薬品、対象診療行為等の対

象マスタを事前準備する際、フラグ項目に

重複する傷病名コード、医薬品コード、診

療行為コードが存在する場合、解析デザイ

ン上必要か確認し、プログラムを作成する

必要がある。 

なお NDB 解析用データベースから疾病費用

分析用データセットを抽出・加工する処理

時間は、各種レセプトやレコードのデータ

量が大きいため、作業付加が大きい。その

ためバリデーションでは、まずは 1 万人サ

ンプリング等の小さいデータベースを用い

て実施し、双方の処理結果が完全一致して

いることを確認したのち、10％または

100％データを用いて最終確認する方法が

望ましい。これはバリデーションだけでな

く、公的分析プロセスにおける NDB 分析実

施可能性の検討や分析枠組みが確定する前

の解析において柔軟な対応を可能にするこ

とが期待される方法である。 

  

Ｅ．結論 

本研究では、非弁膜症性心房細動：

（I48.x）および心不全（I11.0、I50.0、

I50.1、I50.9）を有する患者を対象に、国

内におけるレセプトのデータベースの一例

として厚生労働省から提供を受けたレセプ

ト情報等データベース（NDB）を利用した

疾病費用分析を実施するために「解析用デ

ータベース」から疾病費用分析の基礎とな

る「疾病費用分析用データセット」の生成

プロセスおよび費用解析により算出した

「集計結果表」について、加工処理プロセ

スを検証するためにダブルコーディングに

よるバリデーションを実施した。その結

果、プログラムコードや処理プロセス手順

についての検討・修正を経て、結果が完全

一致していることを確認した。これらの結

果に基づき、生成プロセスで齟齬になりう

る留意事項や処理プロセスで統一すべき事

項を整理した。  

今後、各種基幹データ構成要素の NDB 

データとの代替可能性の検証の解析手順や

バリデーション方法を明確にすることで、

さらなる解析精度の向上が期待される。 

 

【参考文献】 

・「保健医療科学」68 巻 2 号 福田治久，

佐藤大介，白岩健，福田敬 NDB 解析用デ

ータセットテーブルの開発 

・ 「保健医療科学」68 巻 2 号  福田治

久，佐藤大介，福田敬 レセプトデータを

用いた医療費分析における診療報酬改定の

補正方法 

 

Ｆ. 研究発表 

1. 論文発表 

該当無し 

2. 学会発表 

該当無し 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1. 特許取得 

 該当無し 

2. 実用新案登録 

 該当無し 

3. その他 

 該当無し 
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（別図：diff コマンドの出力結果画面のハードコピー（Print Screen）） 



47 

 

厚生労働科学研究費補助金 

「患者調査等、各種基幹統計における NDB データの利用可能性に関する評価」 

分担研究報告書 

「終末期の胃瘻造設患者数の把握における NDB データの利用可能性の検討」 

研究代表者： 加藤源太 京都大学医学部附属病院 診療情報センター 准教授 

研究分担者： 酒井未知 京都大学大学院医学研究科 健康情報学 研究員 

 

研究要旨 

【背景・目的】 

終末期に胃瘻を造設されている高齢患者数の把握は、終末期高齢者医療の実態解明における

重要な研究課題である。患者調査では、各疾患別の入院、外来患者数は、世界保健機関(WHO)

の「疾病及び関連保健問題の国際統計分類」（ＩＣＤ）に基づいて定められた「疾病、傷害及

び死因の統計分類（ICD-10（2003 年版）準拠）」に基づく分類で公表されている。しかし、

Z93.1 胃瘻造設状態の患者数の詳細なデータは公表されていない。また、レセプトの転帰情

報と組合せた死亡前の胃瘻の実施患者数の報告もされていない。本研究では、NDB データか

ら、どの程度、終末期に胃瘻造設状態にある高齢者患者数を把握することが可能か、その限

界、把握精度向上に向けた課題を検討することを目的とした。 

【対象・方法】 

胃瘻造設、または施行患者数に影響を与えうる医療政策として、2014 年の診療報酬改定の内

容調査、ならびに、過去に NDB レセプトデータを用いて胃瘻造設状態の患者数を検討した先

行研究で用いられた手法ならびにその結果を調査する文献研究を行った。 

【結果】 

胃瘻に関する 2014 年度診療報酬改定の骨子は、1）胃瘻造設術に関する診療報酬の引下げ

ならびに施設基準の新設、2）胃瘻造設時嚥下機能評価加算の新設、3）経口摂取回復促進

加算の新設であった。嚥下機能の評価が十分に行われず、胃瘻の造設を行うことに対する

経済的ディスインセンティブを与える趣旨とも考えられている。 

酒井らは、2012 年〜2014 年の NDB サンプリングデータを用い、終末期高齢者の死亡前の胃

瘻造設、胃瘻の実施患者数を、胃瘻造設時嚥下機能評価、胃瘻造設術、胃瘻より流動食点

滴注入の診療行為コード、胃瘻造設状態の傷病名コードと経管栄養カテーテル交換、在宅

成分栄養経管栄養法指導管理料、在宅経管栄養法用栄養管セット加算を組合せて、患者数

を把握していた。しかし、65歳以上の終末期高齢者の死亡前 7日間における、胃瘻造設、

ならびに胃瘻栄養実施割合は 1.1%と、過小評価の可能性が指摘されていた。 

【結論】 

本研究は、NDB データを用いて、終末期の胃瘻造設状態の患者数を把握する限界、今後の手

法上の課題を検討し、今後、患者調査を終末期高齢者医療の実態解明に活用しうる可能性を

考察した。過去の診療報酬改定を十分に考慮した上で、先行研究に倣い、NDB レセプトの診

療行為コード、傷病名コードを用いて、胃瘻造設状態の患者数を把握することは可能と考え

られた。しかし、過小評価の可能性も考えられる。今後、材料情報、医薬品情報も追加した

上で、より正確な患者数の把握が可能になると考えられた。 
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A 背景・目的 

A.1 背景 

超高齢社会に続く多死社会の到来におい

て、終末期高齢者の医療、介護ニーズに対応

する体制の構築が、重要な医療政策上の課題

となっている。終末期高齢者医療に関する国

民の意見調査(1)、海外で行われている終末期

診療実態調査(2)では、患者や家族が望まない

心肺蘇生術、人工呼吸、人工栄養のあり方が

大きな検討課題となっている。特に、本邦で

は経口栄養摂取ができない状態にある高齢者

に対し、自宅や介護保険施設への退院をすす

める手段として、胃瘻栄養を受ける高齢者が

増加しているとの報告がある(3)。海外では、

死亡前 30 日間に胃瘻を含む人工栄養が実施

される患者は約 15％との報告(2)もある。し

かし、本邦では、終末期に胃瘻を増設される

患者数や、終末期に胃瘻栄養を受ける状態に

ある患者数に関する全国レベルの実態の報告

は、ほとんどない。 

 社会医療診療行為調査では、NDB をデータ

源として、「胃瘻増設術」と「胃瘻カテーテ

ル交換」の実施件数が報告されている。しか

し、診療行為の実施件数のみであり、レセプ

トの死亡転帰情報と組合せた、死亡前の胃瘻

の実施患者数は把握出来ない。患者調査で

は、世界保健機関(WHO)の「疾病及び関連保

健問題の国際統計分類」（ＩＣＤ）に基づい

て定められた「疾病、傷害及び死因の統計分

類（ICD-10（2003 年版）準拠）」に基づく分

類を用い、入院、外来患者数が公表されてい

る。傷病名は、入院患者においては、調査日

現在、入院の理由となっている傷病、外来患

者においては、調査日現在、主として治療又

は検査をしている傷病である。しかし、患者

調査の傷病分類別患者数、受療率において、

Z93.1 胃瘻造設状態の患者数の詳細なデータ

は公表されていない。NDB レセプトデータの

転帰情報、傷病名情報、併せて、これまでの

患者調査で十分活用されていない診療行為情

報なども組み合わせることで、終末期高齢者

における胃瘻造設患者数、胃瘻栄養状態にあ

る患者数の把握が可能になり、患者調査から

より多くの情報を得られると期待される。 

 

 

B 目的 

本研究は、NDB レセプトデータから、どの

程度、終末期に胃瘻造設状態または胃瘻栄養

を受ける状態にある高齢者患者数を把握する

ことが可能か、その限界、把握精度向上に向

けた課題を検討することを目的とした。 

C 研究方法 

 胃瘻造設、または施行患者数に影響を与

えうる医療政策、過去に NDB 等レセプトデー

タを用いて胃瘻造設状態の患者数を検討した

先行研究で用いられた手法ならびにその結果

を調査する文献研究を行った。 

医療政策としては、2014 年に行われた胃

瘻に関する診療報酬改定の趣旨、内容に関

し、厚生労働省、中央社会保険医療協議会の

公表資料、文献(4)等の調査を行った。 

NDB レセプトデータを用いた先行研究の例
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として、厚生労働科学研究費補助金 戦略型研

究「健康医療分野における大規模データの分

析及び基盤整備に関する研究」高齢者医療の

適正化推進に向けたエビデンス診療ギャップ

の解明 既存データベースを利用した、京都

大学オンサイトセンターにおける レセプト

情報等データベース（NDB）の活用方策の検討

(5)、の一環として行われた、終末期高齢者の

診療実態解明(6)で用いられた、胃瘻患者抽出

手法、患者数推計結果を調査した。 

D 研究結果 

D.1 胃瘻に関する 2014 年の診療報酬改

定 

胃瘻に関する診療報酬改定は、2014 年度の

診療報酬改定の、医療技術の適切な評価の一

環として行われた(7)。 

その骨子は、1）胃瘻造設術に関する診療報

酬の見直し、ならびに施設基準の新設、2）胃

瘻造設時嚥下機能評価加算の新設、3）経口摂

取回復促進加算の新設であった。 

1）胃瘻造設術に関する診療報酬の見直し、

ならびに施設基準の新設については、胃瘻造

設術の診療報酬点数が１０,０７０点から６,

０７０点に引下げられた。また、改定前の胃

瘻造設術算定の留意事項は、胃瘻造設の必要

性、管理方法、閉鎖の条件等を 患者に説明す

ること、となっていた。改定後は、1）胃瘻造

設の必要性、管理方法、閉鎖の条件等を患者、

「家族」に説明、加えて 2）他医療機関に患

者を紹介する場合は、嚥下機能等の情報提供

を実施、とされた。また、K664 胃瘻造設術は、

医療技術評価分科会等からの提案等により施

設基準が新設されたため、新たに届出が必要

となった。年間の胃瘻造設術件数 50 件以上の

場合は、（１）術前に全例に嚥下機能検査を実

施、（２）経口摂取回復率 35％以上の条件を満

たさない場合、（80/100）算定となった。 

2）胃瘻造設時嚥下機能評価加算は、胃瘻造

設時嚥下機能評価加算 ２,５００点が新設さ

れた。(1)術前に嚥下機能検査を実施注）した

場合 (2)検査結果に基づき、十分に説明・相

談した場合に算定可能となった。 

3）経口摂取回復促進加算の新設は、高い割

合で経口摂取に回復させている場合の摂食機

能療法の評価の見直しを行う趣旨である。改

定前は、摂食機能療法１８５点のみであった

が、改定後は摂食機能療法 １８５点に加え、

経口摂取回復促進加算 １８５点が新設され

た。また、胃瘻抜去術の技術料が新設された。

改定前は胃瘻閉鎖術 １２,０４０点のみであ

ったが、改定後は、上記に加え、胃瘻抜去術 

２,０００点（胃瘻カテーテルを抜去し、閉鎖

した場合に算定）が新設された。 

以上、2014 年の胃瘻に関する診療報酬改定

の趣旨は、胃瘻造設前の嚥下機能評価の実施

や造設後の連携施設への情報提供の推進を図

ることで、嚥下機能の評価が十分に行われず、

胃瘻の造設を行うことに対する経済的ディス

インセンティブを与える趣旨とも考えられて

いる(8)。 

D.2 NDB をデータ源として胃瘻造設患

者数を把握した先行研究 

D.2.1 NDB サンプリングデータの入院レセ
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プトを用いた胃瘻造設患者数の把握  

NDB サンプリングデータの入院レセプトを

用いて、終末期高齢者の死亡前の胃瘻造設、

胃瘻の実施患者数を把握した先行研究として、

酒井らの報告がある(6)。研究対象は、平成 24

年〜26 年に入院転帰が死亡の 65 歳以上高齢

者を対象であった。患者数把握には、平成 24

年、平成 26 年の医科診療行為マスターの診療

行為コード、日計表から得られる実施日情報、

傷病名マスターの傷病名コード（修飾語コー

ドが疑い病名となっているものを除く）、転帰

区分（入院転帰死亡）、が用いられた。アウト

カムは、死亡前 7 日間の胃瘻造設、胃瘻の実

施が行われた患者数であった。 

酒井らが患者数抽出に用いた医科診療行

為マスターの、傷病名マスターの情報を（表

1）に示す。 

2014 年の診療報酬改定を踏まえ、胃瘻造

設術、胃瘻より流動食点滴注入に加え、胃瘻

造設時嚥下機能評価の診療行為コード、胃瘻

造設状態の傷病名コードと経管栄養カテーテ

ル交換、在宅成分栄養経管栄養法指導管理料、

在宅経管栄養法用栄養管セット加算を組合せ

て、患者数を把握していた。しかし、65 歳以

上の終末期高齢者の死亡前 7 日間における、

胃瘻造設、ならびに実施割合は、医科入院、

DPC 入院レセプト合計で 1.1%（119／11,161）

であり、先行研究(2)と比較して、過小評価の

可能性が指摘されていた。 

 

表 1. 胃瘻造設・実施に関する医科診療行為

コード、傷病名コード 

 

レセ電算コード名 レセ電算コード 

診療行為   

胃瘻造設術（経皮的内視鏡下胃

瘻造設術、腹腔鏡下胃瘻造設術

を含む） 150171610 

胃瘻造設時嚥下機能評価加算 150380510 

胃瘻より流動食点滴注入 140023350 

経管栄養カテーテル交換法 140051210 

在宅成分栄養経管栄養法指導管

理料 114004310 

在宅経管栄養法用栄養管セット加

算 114005210 

傷病名   

胃瘻 8830614 

胃瘻開口部に対する手当て 8845216 

胃瘻後期合併症 8846241 

胃瘻造設状態 8844010 

胃瘻造設部感染 8848026 

表 1 注）経管栄養カテーテル交換法、在宅管

理の診療行為コード、傷病名コードは、両方

に該当するレセプト電算コードをもつ患者と

した。 

E 考察 

本研究では、胃瘻に関する 2014 年の診療

報酬改定の趣旨、内容、ならびに、2012 年〜

2014年の NDBサンプリングデータを用いて 65

歳以上高齢者の死亡前 7 日間の胃瘻造設、ま

たは胃瘻実施患者数を検討した先行研究を調

査した。そして、その結果を踏まえ、今後 NDB

データを用いて、終末期の胃瘻患者数を把握

する上での限界、課題を検討した。 

2014 年の診療報酬改定を踏まえ、NDB レ

セプトの医科診療行為コードから胃瘻造設患
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者数を把握する留意点が把握できた。まず、

新設された胃瘻造設時嚥下機能評価加算の診

療行為コードを、を抽出に用いる必要があ

る。また、胃瘻造設術については、算定条

件、施設基準が新設された結果、胃瘻造設を

行っても算定されていない可能性を考慮する

必要がある(9)。 

 2012 年〜2014 年の NDB サンプリングデー

タを用いた死亡前 7 日間の胃瘻造設、実施患

者数の検証結果(6)からは、胃瘻造設術の点数

引下げ等を含めた、診療報酬改定による経済

的ディスインセンティブの影響は考えられる

ものの、手法上の問題による、患者数の過小

評価の可能性は否定できない。 

 他に、NDB をデータ源とした社会医療診

療行為別調査の集計表を用いた研究として、

石崎らの報告(8)がある。対象は、終末期高齢

者に限定されないが、2008 年から 2014 年ま

での年齢 65 歳以上高齢者であった。患者数把

握には、集計表に報告された、医科診療の「胃

瘻増設術」と「胃瘻カテーテル交換」の診療行

為コードのみが用いられた。アウトカムは、

胃瘻造設術施行件数、胃瘻カテーテル交換件

数、胃瘻造設術の診療報酬総額であり、経年

推移が報告されている。 

65 歳以上高齢者全体では、胃瘻造設術施行

件数は、2012 年 6190 件、2013 年 5183 件、

2014 年 4542 件と経年的に減少傾向が続いて

いた。年齢階級別では 85 歳以上の群におい

て、2014 年の施行件数はピークであった 

2010 年の半分程度と報告されている。胃瘻カ

テーテル交換件数は、2008 年から増加が続き、

2012 年に 32,000 件であった。2013 年，2014 

年にも、30000 件と報告されている。 

酒井らが NDB サンプリングデータの入院レ

セプトから推計した、入院死亡前 7 日間の胃

瘻造設、胃瘻実施患者数は 3 年間の合計で 119

例であり、サンプリングデータの入院レセプ

トの抽出率（10％）、65歳以上高齢者の死亡率、

検討対象が医科、DPC 入院レセプトのみであ

ること、死亡前 7 日間というタイムフレーム

上の限定、等を考慮しても、石崎らの結果と

比較して過小評価である可能性を否定できな

い。 

酒井らが NDB サンプリングデータ解析の一

環として（表 1）で報告した方法に加え、試行

的に、1）胃瘻造設術の診療行為コード、実施

日情報のみで抽出した場合、2）胃瘻造設状態

の傷病名コードと診療開始日（診断日）で抽

出した場合を比較した場合、2）傷病名を考慮

することで、死亡前の胃瘻造設患者数の抽出

数は増加した。今後、診療行為と傷病名を組

合せた抽出手法について、さらに検討する必

要がある。また、胃瘻造設、胃瘻カテーテル交

換と併せて使用、算定される特定保険医療材

料（胃瘻造設術用キット、交換用胃瘻カテー

テルなど）、医薬品情報も併せて、抽出コード

を精緻化する必要があると考えられる。胃瘻

に関する保険請求の実態として、カテーテル

交換の保険請求は，交換後の確認を画像診断

や内視鏡等によって行った場合に限定される

ため，確認が行われないケースがある点など

も、十分に調査することも課題と考えられる。 

F 結論 

本研究は、NDB データを用いて、終末期の

胃瘻造設、胃瘻栄養状態の患者数を把握する
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限界、手法上の課題を検討し、今後、患者調査

を終末期高齢者医療の実態解明に活用しうる

可能性を考察した。過去の診療報酬改定を十

分に考慮した上で、先行研究に倣い、NDB レセ

プトの診療行為コード、傷病名コードを用い

て、胃瘻造設状態の患者数を把握することは

可能と考えられた。しかし、これまでの手法

では、過小評価の可能性も考えられる。今後、

材料情報、医薬品情報も追加した上で、より

正確な患者数の把握が可能になると考えられ

た。 
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患者調査等、各種基幹統計調査における NDB データの利用可能性に関する評価 

分担研究報告書 

 

OECD 医療の質指標へのレセプト情報等データベース（NDB）の活用可能性 

－急性心筋梗塞事例の評価を例にして－ 

 

研究分担者 大寺 祥佑（京都大学医学部附属病院医療情報企画部 助教） 

研究代表者 加藤 源太（京都大学医学部附属病院 診療報酬センター 准教授） 

 

研究要旨 

患者調査の結果は、それ自体が貴重な統計資料として活用されるのみならず、医療

行政の立案・遂行に関連する資料作成や、白書等における分析でも利用されている。

もし患者調査の結果を利用しているこれらの統計調査を NDB で代替できれば、患

者調査が 3 年間隔で行われるために生じるやむを得ない制約を克服することが期待

できる。当研究では、患者調査の利用事例のひとつである OECD Health Data の中

で医療の質国際指標として使用されている急性心筋梗塞を例に、「心筋梗塞」という

疾病概念に対応して、患者調査および NDB データにおいて患者数がどのように表

現されるのかを明らかにし、両者を比較することで、患者調査を二次利用している

他の統計への NDB データの適用の可能性について評価を行った。その結果、患者

調査における急性心筋梗塞の推計患者数 6.6 千人、総患者数は 33 千人であったのに

対し、NDB データの集計では入院事例に限定すると 3 か月間で総数 27 千人となっ

た。調査票に基づく患者調査とレセプトデータに基づく NDB データの集計値とい

う違いがあるので評価が難しいが、OECD Health Data に使用されている各国の統

計の調査手法と患者調査の調査手法や NDB のレセプトにおける診療報酬記載のル

ールとがどの程度合致しているかを十全に評価することが難しいこともあり、NDB

データから OECD Health Data の国際指標を導き出す際には、データ抽出のアルゴ

リズム等の評価を慎重に行う必要がある。一方で、OECD Health Data の指標にお

いては日本の情報が限られていることから、限界を踏まえたうえであれば、NDB デ

ータを活用する余地があると思われた。 

A. 研究目的  本研究は、患者調査の統計表項目を、
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NDB データを集計することで代替が可

能かどうかを検証することを第一義とす

るものである。一方で、その患者調査の

結果自体が貴重な統計資料として、例え

ば以下のような目的で利用されている

1。 

 

＃医療行政に関連する利用 

・医療提供体制に関連するもの 

 医療計画見直し、医師需給等 

・公衆衛生に関連するもの 

 慢性疾患対策、精神保健医療 

  福祉、がん対策等 

・診療報酬に関連するもの 

・その他 

＃白書等における分析での利用 

・OECD (Health Data)への報告 

 傷病分類別退院患者数 

・高齢社会白書、青少年白書等 

 65 歳以上の傷病別受療率、等 

 

もし患者調査の結果を利用しているこ

れらの統計調査に対し NDB での代替が

可能であることがわかれば、患者調査を

使用していることにより発生するやむを

得ない制約、例えば 

 

＃1 患者あたり基本的に 1 傷病しか割

り当てられない患者調査の集計方

法が反映され、複数の傷病を有す

る生活習慣病などの事例では、患

者数が過小評価される 2 

＃悉皆性の高い集計結果を利用でき

ない 

＃患者調査が 3 年間隔で行われるた

め、例えば毎年実施されている統

計調査など、適用する統計調査の

頻度によっては適切な時期の結果

を用いることができない 

＃患者調査では含まれていない項目

は、カバーできない 

 

などといった課題を克服することが期待

できる。当研究では、NDB の利用によ

りこうした課題を解決できる可能性を追

求する目的で、個別の事例に着目して

NDB データによる代替が可能であるか

否かを評価するものである。 

 

B. 研究方法 

前述の患者調査の利用事例として紹介

した OECD Health Data のうち、OECD

医療の質指標プロジェクトでは、医療費

や健康状態などの基礎的な指標に加え、

医療従事者の数や医療提供体制、医療へ

のアクセスや医療の質などといった分野

における様々な具体的指標が各国の数値

とともに定期的に公表されており、報告

書（Health at a Glance）の形式で入手す

ることが可能である 3。 

そのなかで急性心筋梗塞を例にとる

と、入院後 30 日以内院内死亡率が医療

の質の指標の一例として毎年報告されて

いる。この指標において、日本の値は一

貫して OCED 諸国の平均と比べて高い

死亡率を示している 3,4,5,6,7。こうした個

別の疾患における数値については他国の

集計方法との統一が図られているわけで

はないので完全な比較は難しいが、心筋

梗塞には一般的に急性期の心筋梗塞と、
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慢性期すなわち陳旧性の心筋梗塞という

概念とがあり、この両者の定義や集計を

どう扱うのかによって、心筋梗塞の死亡

率に大きな影響が出てくることが予想さ

れる。本研究では、「心筋梗塞」という

疾病概念に対応して、患者調査および

NDB データにおいて患者数がどのよう

に表現されるのかを明らかにし、両者を

比較することで、患者調査を利用してい

る他の統計への NDB データの適用の可

能性について評価することとする。 

 

C. 研究結果 

■患者調査における心筋梗塞患者数 

平成 26 年患者調査のなかで、心筋梗

塞患者を「傷病小分類」の区分で集計し

ているものはいくつかあるが、ここでは

閲覧第 4 表、閲覧第 149-1 表をとりあげ

る 8。 

（閲覧第 4 表：単位は千人） 

＃推計患者数、性別×傷病小分類別 

・急性心筋梗塞 

  総数 6.6、男 4.5、女 2.1  

・参考：冠動脈硬化症 

  総数 0.7、男 0.4、女 0.3  

・参考：陳旧性心筋梗塞 

  総数 9.7、男 7.2、女 2.5 

・参考：その他の虚血性心疾患 

  総数 4.3、男 2.3、女 2.1 

（閲覧第 149-1 表：単位は千人） 

＃総患者数、性別×傷病小分類別 

・急性心筋梗塞 

  総数 33、男 25、女 9  

・参考：冠動脈硬化症 

  総数 5、男 4、女 2  

・参考：陳旧性心筋梗塞 

  総数 127、男 98、女 30 

・参考：その他の虚血性心疾患 

  総数 33、男 16、女 17 

 

なお、ここでいう「推計患者数」とは、

調査日当日に、病院、一般診療所、歯科

診療所で受療した患者の推計数、「総患

者数」とは、調査日時点において、調査

日には医療施設の受療をしていないもの

も含め、継続的に医療を受けている者を

以下の算式 

 

入院患者数＋初診外来患者数 

＋再来外来患者数×平均診療間隔

×調整係数（6/7） 

 

により推計したものである 9。 

 

■NDB データに基づく心筋梗塞患者数 

平成 26 年度 9 月、10 月、11 月診療分

の NDB レセプトデータのうち、心筋梗

塞患者は少なくとも入院加療を受けてい

るだろう、という前提に立って、対象レ

セプトを 

 

＃医科入院レセプト 

＃DPC レセプト 

 

に限定し、かつそれぞれに対し以下の

条件でデータの集計を行った。なお、患

者数の集計にあたっては、保険者番号、

被保険者証等記号・番号を用いて作られ

た ID（ID1）を使用している。 
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（医科入院レセプト） 

＃RE の入院年月日と SY（「急性心筋

梗塞」に関連するコード表にある

傷病名（後掲））の診療開始日とが

同一のものを選んだ 

（DPC レセプト） 

＃最も医療資源を投入した傷病名：

SB の「傷病名区分コード」に

「01」が入っており、その傷病名

が「急性心筋梗塞」に関連するコ

ード表にある傷病名（後掲）のも

のを選んだ 

（集計結果：単位は千人） 

＃単純集計「医科入院」＋「DPC」、

ID1 重複を除去しない場合 

・総数 56.8、男 32.6、女 24.2 

・医科入院 41.8、男 21.7、女 20.1 

・DPC15、男 10.9、女 4.1 

＃「医科入院」において修飾語の「疑

い」（フラグ）を除いた場合 

・総数 27.5、男 18、女 9.5 

・医科入院 12.5、男 7.1、女 5.4 

（・DPC15、男 10.9、女 4.1） 

＃「医科入院」と「DPC」とで ID1

の重複を除いた場合 

・総数 27、男 17.7、女 9.3 

 

NDB データから得られた集計結果は

9 月、10 月、11 月診療分データに基づ

いている。急性心筋梗塞患者の入院期間

を仮に 15 日と見積もれば、仮に各日の

入院患者数が同一であると見なせば、合

計 91 日間のデータになるので、特定の

1 日に急性心筋梗塞にて入院している患

者数の推計は、 

 

総数：27/6（≒15/91）=4.5 

男：17.7/6（≒15/91）＝3.0 

女：9.3/6（≒15/91）＝1.6 

 

となる。これは患者調査の閲覧第 4 表、

推計患者数の 

 

  総数 6.6、男 4.5、女 2.1  

 

と比較して、総じて 3/4～2/3 程度の数

値にとどまっているが、男女比において

は大きな変化は認められなかった。 

 

D. 考察 

本研究では、患者調査における「急性

心筋梗塞」の推計患者数・総患者数と、

NDB データを用いて集計した急性心筋

梗塞の患者数とについて、比較を試み

た。集計結果そのものは NDB 値が患者

調査値よりも幾分少ない結果となった

が、そもそも両者の結果を比較する前段

階で、留意しておくべき事項が幾つか認

められた。以下に、各データの問題点を

記す。 

（患者調査における問題点） 

患者調査においては、「急性心筋梗

塞」患者が、調査日に入院もしくは外来

にて加療を受けている推計患者数が総数

で 6.6 千人であるのに対し、算定式で調

整した総患者数の総数は、33 千人に増加

している。これは「調査日時点におい

て、調査日には医療施設を受療していな

いものの、その時期に外来にて継続的に

急性心筋梗塞の医療を受けている患者」
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が、33-6.6=26.4 千人存在していること

を意味している。すなわち、患者調査に

おいては死に至ることもある重篤な急性

疾患である「急性心筋梗塞」として扱わ

れている総患者数のうちの大半は、外来

のみで治療されている患者として扱われ

ていることを示していることとなる。 

（NDB における問題点） 

「医科入院」事例においては、当初集

計件数（総数 56.8 千人）の半数以上

（56.8-27.5=29.3 千人）が、「疑い」病

名として扱われていることが明らかにな

った。レセプトに記載された傷病名をそ

のまま集計すると患者調査の集計値と比

較して患者数が多く出る傾向が、がん患

者などの事例で指摘されている 10 が、レ

セプトデータを集計する際には、傷病名

の取扱いについて慎重を期する必要があ

ることが示された。 

（OECD Health Data における問題点） 

 OECD Health Data における医療の質

指標では、共通の国際指標をもとにして

各国の数値を集め、それらのデータを一

堂に示している点で意欲的な取り組みで

あり、各国の医療の動向を容易に把握で

きる報告書となっている。しかし、各国

のデータはそれぞれ各国の事情のもとで

調査されたデータであるため、国ごと

に、それぞれの指標に沿う調査もあれば

沿わない調査もあると考えられる。その

証左として、国際指標ごとに統計に含ま

れる国にばらつきがあり、掲載される

OECD 加盟国が多い指標と、少ない指標

とが存在している。あるいは、多くの加

盟国が含まれている指標であっても、例

えば心筋梗塞に限らず脳卒中や糖尿病、

さらには外科治療の合併症や精神疾患等

に至るまで、様々な指標において罹患率

や治療頻度等において各国間の格差が著

しくなっている 7。調査の実施陣容や医

療制度等が各国ごとに大きく異なること

が想定され、こうした背景がこの格差の

原因となっている可能性を否定すること

ができない。仮に NDB データを OECD 

Health Data の指標作成に適用する際に

は、他国のデータの質との相違などにつ

いても意識を及ぼしながら、慎重なバリ

デーションを欠かさず行う必要があるの

ではないか。一方、そうした限界を十分

に踏まえたうえであれば、OECD Health 

Data の各種指標において日本の情報は

限られていることから、NDB を適切に

活用することで、OECD の各種指標にお

いて日本発の情報を付加し、その質を高

めうる可能性があるのではないか。 

 

E. 結論 

患者調査が活用されている OECD 

Health Data の指標のなかから、急性心

筋梗塞を例にして、患者調査の集計値と

NDB データを用いた集計値とを比較

し、考察を加えた。NDB の集計結果と

患者調査の集計値との比較では、一定の

数値のずれが認められたものの、男女比

には大きな違いがみられなかった。但

し、OECD Health Data に使用されてい

る各国の統計の調査手法と患者調査の調

査手法や NDB のレセプトにおける診療

報酬記載のルールとがどの程度合致して

いるかを十全に評価することが難しいこ
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ともあり、NDB データから OECD 

Health Data の国際指標を導き出す際に

は、データ抽出のアルゴリズム等の評価

を慎重に行う必要がある。OECD Health 

Data の指標においては日本の情報が限

られていることから、限界を踏まえたう

えであれば、NDB データを活用する余

地があるのではないか。 
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「眼科領域におけるＮＤＢを活用した統計調査に関する研究」 

分担研究報告書 

 

研究分担者 田村 寛 京都大学国際高等教育院 

附属データ科学イノベーション教育研究センター 特定教授 

研究分担者 平木 秀輔      京都大学医学部附属病院 医療情報企画部 助教 

 

研究要旨 

加齢黄斑変性は、年齢とともに黄斑部に蓄積する老廃物により黄斑部網膜が変性する疾

患で、視力低下に直結する眼疾患の一つである。従来欧米では視覚障害の主要な原因の一つ

であったが、本邦においても患者数は増加の一途をたどっており、現在視覚障害の原因疾患

として第 4 位を占める。高齢化に伴い、患者数は今後も増え続けると予測され、2020 年に

は視力低下を伴う加齢黄斑変性患者数がアジアでは 522 万人にのぼるとの推計もある。 

現在、加齢黄斑変性の治療としては抗 VEGF 薬、光線力学療法、それらの併用療法が存在

しているが、実際には依然として抗 VEGF 薬が治療の中心となっている。しかし、抗 VEGF

薬は治療効果が高い一方で、薬剤の化学的特性から全身性の血栓性合併症のリスクを上昇

する可能性が指摘されている。ランダム化比較試験（randomized clinical trial: RCT）のシス

テマティックレビューやメタアナリシスでも、有害事象の頻度が評価されているが、実臨床

での治療対象者は RCT の研究対象者とはバックグラウンドが異なるためそのまま RCT の

データや結果を当てはめられないこともよく知られているところであり、また、十分なサン

プルサイズを用いた治療法間での head-to-head の比較は行われていない。本邦において、患

者数が増加する加齢黄斑変性において、併存症をもつ実臨床の患者を対象とした記述的お

よび分析的観察研究により治療の実態を把握し、治療における血栓性合併症のリスクを把

握することが必要となってきている。 

一方、網膜動脈閉塞症は、急激な視力低下を特徴とし、治療法の確立されていない視力予

後不良な疾患である。年間発症は、10 万人あたり 0.7-1.87 人との海外報告があるものの、本

邦における新規発症患者数に関する報告はない。 

本研究では、レセプトデータを用いて眼科疾患である加齢黄斑変性と網膜動脈閉塞症を

対象に、実態把握がどの程度可能なのか調査した。RAO の年間発症、CRAO の年間発症を

外来ベースで得ることができたため、2019 年 7 月開催予定の日本眼循環学会で報告するべ

く、演題登録を実施した。また、AMD を含む ICD-10 コードである H353 を AMD と定義し

た場合、感度 98％、特異度 88％で真の加齢黄斑変性を検出できた。加齢黄斑変性と網膜動

脈閉塞症における患者動態の調査として、レセプト活用の有効性が示唆された。 
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A. 研究目的 

網膜動脈閉塞症は、急激な視力低下を特

徴とし、治療法の確立されていない視力予

後不良な疾患である。年間発症は、10 万人

あたり 0.7-1.87 人との海外報告があるもの

の、本邦における新規発症患者数に関する

報告はない。レセプト情報・特定健診等情報

データベース（NDB）のサンプリングデー

タセットを用いて、本邦における、網膜動脈

閉塞症（RAO）の年間新規発症患者数を調

査することを目的とした。 

また、このように診療報酬請求データを

二次的に利用した研究が広がりつつあるが、

それらのデータに含まれる「病名」は、必ず

しも実際の患者の状態を反映していないこ

とが知られている。レセプトにおける加齢

黄斑変性（AMD）の病名やその他レセプト

記載事項との組み合わせによって真の

AMD を検出可能か検証した。 

 

B. 研究方法 

研究 1． 

2011-2015 年の 1、4、7、10 月の単月分の医

科入院外、医科入院および DPC レセプトの

NDB サンプリングデータを用いた横断研

究を実施。網膜中心動脈閉塞症（CRAO）は

H341（ICD10）に該当する傷病名の請求コー

ド、網膜動脈閉塞症（RAO）は H341 および

H342 に該当する傷病名の請求コードで、そ

れぞれの発症を定義した。新規発症を保証

するために、医科入院外および医科入院レ

セプトでは傷病名の開始日が該当月である

ものに限定した。また、DPC レセプトでは

病名区分が「医療資源を最も投入した傷病

名」「主傷病名」「入院の契機となった傷病

名」であるものを調査した。20 か月分のデ

ータから年間新規発症患者数を推定した。 

 

研究 2． 

2017 年に京都大学医学部附属病院の眼科

を受診した全患者のうち、ランダムにサン

プリングした真の AMD 患者 100 例と、非

AMD 患者 100 例について検討した。なお

真の AMD の判別は、眼科医によるカルテ

レビューによった。 

 

C. 結果 

研究 1． 

医科入院外、医科入院および DPC レセプト

のサンプリングデータから推定した本邦の

RAO の年間発症、CRAO の年間発症を外来

ベースで得ることができたため、2019 年 7

月開催予定の日本眼循環学会で報告するべ

く、演題登録を実施した。 

 

研究 2． 

AMD を含む ICD-10 コードである H353 を

AMD と定義した場合、感度 98％、特異度

88％であった。「病名コード H353 を含む」

かつ「近視性脈絡膜新生血管を除く」ものを

AMD と定義すると、感度 97％、特異度 90％

であった。一方で AMD を「『黄斑変性』を

含む病名全て」と定義すると感度 96％、特

異度 91％で、「『黄斑変性』を含む病名全て」

かつ「『近視性脈絡膜新生血管』を除く」と

定義すると、感度 95％、特異度 93％であっ

た。 

 

D. 考察 

本研究では、レセプトデータを用いて 2 件

の眼科関連の調査を実施した。稀少疾患で

あり、実態が把握しきれていない RAO の
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新規発生患者数を推計できることができ

た。一方、AMD の定義として複数病名を

組み合わせることで、感度を保ったまま特

異度を上げることが出来た。大学病院にお

ける結果であり一般化可能性には留意す

る必要があるが、本研究結果は今後診療報

酬データを用いた研究において AMD に

関する検討を行う際、役立つと考えられる。 

 

E. 結論 

眼科疾患における患者動態の調査として、

レセプト活用の有効性が示唆された。 

 

F. 健康危険情報 
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厚生労働行政推進調査事業費 

（政策科学総合研究事業） 

「患者調査等、各種基幹統計調査における NDBデータの利用可能性に関する評価」 

 

「NDBにおける悉皆性のメリットと機微情報の保護を両立させる方法についての研究」 

分担研究報告書 

 

研究分担者 平木 秀輔  

京都大学医学部附属病院 医療情報企画部 助教 

研究要旨 

NDB に含まれるデータは、その種類によっては希少であること等によって患者個人の特

定の可能性が残るなど機微性の高いものもある。そこで研究者が NDB を利用する場合、そ

れらのデータは削除して提供を受けることが通例であるが、そのことは NDB の悉皆性のメ

リットを損なうことになり得る。 

本年度においては、特定性の排除という社会からの要請を踏まえつつ、分析を工夫する

ことによって有益な情報が抽出できるのではないかという問いに取り組んだ。具体的には、

薬機法施行規則に規定される「希少疾病用医薬品」の認定水準である年間発症数 5 万人を

下回るとある疾患 A について NDB を用いて年間発症数を推定することで、希少疾患の情報

が削除されている NDB といえど、希少疾病用医薬品のニーズ調査に有益であることを示し

た。また、一定の診療行為は医療機関の規模に依存して算定されることに着目し、レセプ

トを分類することで医療機関の規模ごとの診療実態を明らかにすることができた。 

これらにより、NDB の新たな利用方法を提案できると考え、現在は学会発表等の準備を

しているところである。

A. 研究目的 

レセプト情報・特定検診等情報データベ

ース（NDB）は、いわゆるビッグデータ・

リアルワールドデータとしてその二次利用

によるエビデンスの創出が期待されている。 

反面、国民の健康に関する情報を格納し

たデータベースとして、その取り扱いには

細心の注意が求められる。特に、個人や医

療機関の特定につながりうるような機微情

報は望ましくない差別や批判につながりか

ねず、厳重に管理すべきものと考えられ、

実際に厚生労働省から研究者に対して提供

されるデータにおいては上記のような情報

が削除されるなどの適切な処理が行われて

いる。 

本年度においては、研究者に公表される

データの下でどのような分析が可能である

かについて探索的に検討した。上述のデー

タ処理は研究者の“手足を縛る”ために行

われるものではなく、学術的な興味と社会

の求めるプライバシーに配慮した、社会的

コンセンサスの産物である。したがって、

その範囲の中でどのような知見を抽出する

ことができるか検討することは今後の

NDB 研究の可能性と限界を探るにあたっ

て重要と考え、研究を実施した。 
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B. 研究方法と結果 

＜テーマ A＞ 

NDB サンプリングデータセットを用いて

希少疾病の有病者数を推定することができ

るか？ 

※下記に示す方法と結果は、共同研究者ら

とともに 2019 年 7 月に開催される第 36 回

日本眼循環学会に発表予定である。そのた

め、詳細な方法と結果を示すことは差し控

え、それらの概要を示す。 

【方法】 

NDB サンプリングデータセットを用い、

2011-2015 年・1,4,7,10 月の単月分の医科入

院外・医科入院およびDPCレセプトを用い、

SY ファイル（傷病名レコード）から我々の

設定したある疾患 A に対応するコードを持

つレセプトを抽出し、サンプリング割合で

割り戻すことによって年間新規発症患者数

を推定した。 

【結果・考察】 

疾患 A の年間発症患者数は 2 万人程度と推

定され、これは諸外国における既報の有病

率と類似した結果であった。共同研究者が

本疾患に対する新規薬剤の開発を進めてお

り、希少疾病用医薬品の指定を受けられる

可能性を本邦の悉皆データを用いて裏打ち

することができたと考えられた。 

 

＜テーマ B＞ 

NDB サンプリングデータセットを用いて、

医療機関の規模別の診療実態を推定するこ

とができるか？ 

※下記に示す方法と結果は、共同研究者ら

とともに 2019 年 6 月に開催される第 62 回

日本腎臓学会学術総会にて発表予定である。

そのため、テーマ A と同様に方法と結果に

ついては概要を示すにとどめる。 

【方法】 

2013 年 10 月分のサンプリングデータセ

ット（入院外）における SI ファイルより、

病院の特性を反映する診療報酬請求項目を

用いて診療所から請求されたもの・小規模

病院から請求されたもの・大規模病院から

されたものにレセプトを分類した。そのう

えで、当該レセプトの IY ファイルを用いて

降圧薬の処方数をカウントし、病床規模別

の降圧薬処方剤数を検討した。また、疾患

特異的薬剤の処方有無を検討することで糖

尿病あるいは脂質異常症の有無による層別

化をしたうえで左記の医療機関規模別処方

剤数を検討することを検討している。 

【結果・考察】 

 全体としては、1/100 サンプリングで数万

人規模の患者が抽出された。これは、既報

における本邦の高血圧患者数と合致した結

果と考えられる。 

降圧薬の処方剤数については、医療機関

の規模が大きくなるにしたがって増える傾

向にあった。このことより、難治性高血圧

が大規模施設に集約されがちであることが

示唆された。なお、糖尿病や脂質異常症の

有無についての層別化は現在も検討を続け

ているところである。 

 

C. 本年度のまとめと考察 

 本年度は、NDB サンプリングデータセッ

トを用いて、機微情報の保護に配慮された

データベースの中からどのように有益な情

報を抽出できるかという課題に取り組んだ。 

個人特定につながる可能性を考慮し、サ

ンプリングデータセットは提供の段階で希

少な疾病の情報は削除されている。とはい
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うものの、テーマ A を通じて医薬品、医療

機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律施行規則 251 条に規定される

「希少疾病用医薬品」の対象患者数である

5 万人程度の患者数の疾患であれば、サン

プリングデータセットを用いて患者数を推

定することが可能であることが示唆された。

このことは、希少疾患に対する医薬品・機

器等の開発にあたり、比較的に入手しやす

い NDB であるサンプリングデータセット

を用いてニーズ調査が可能になることを示

唆している。 

また、既存の研究において、規模や教育

機能の有無という医療機関の特性が医療の

質に影響を与える可能性が示されている。

本邦においても他のデータセットを用いた

同様の研究は散見されるものの、診療所ま

で悉皆に含んだデータセットはこれまで得

られなかった。 

とはいえ NDB において医療機関を特定

できる情報を秘匿せずに研究者に公開した

場合、医療機関の経営情報を実質的に公開

してしまうことになりかねず、少なくとも

サンプリングデータセットの管理レベルで

公表することは困難である。しかしながら、

テーマ B を通じて、適切な診療報酬項目を

選択することによってレセプトを医療機関

の規模別に分類することができることが示

唆された。個別医療機関の情報が得られず

とも研究者側の創意工夫で情報を抽出でき

ることの実例であるともいえ、今後の研究

の知見として有用であると考えられる。 

 

D. 結論 

 研究者に提供される NDB データにおい

ては、機微情報を含むデータは適切に処理

され、公表されないことがある。そのよう

な制約の中でも、適切な問題設定と分析の

工夫により有用な情報が得ることができる

ことが示唆された。 
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Ａ．研究目的 

本研究の目的は、NDBを用いて患者数推計

する際の課題を過誤の観点から整理するこ

とである。 

ここで取り上げる過誤とは、患者数の推

計にあたって生じうる第一種過誤（過剰推

計）と第二種過誤（過小推計）を想定してい

る。 

 

Ｂ．研究方法 

NDB を用いて患者数を推計する際に第一

種過誤、第二種過誤が生じやすい場合と生

じにくい場合を想定し、治療や検査の疾患

特異性や受診頻度等に着目して、傷病を 8

通りに分類し、それぞれについて、NDB で患

者数を推計する際の留意点をまとめた。 

 

（倫理面への配慮） 

本分担研究は、個人情報や動物愛護に関

わる調査・実験は行わない。研究の遂行に当

たっては、各種法令や「人を対象とする医学

系研究に関する倫理指針」を含めた各種倫

理指針等の遵守に努める。また、厚生労働省

保険局を始めとする関係各所の定めた規

定・指針等を遵守し、必要な利用申請を行っ

た。また、実施にあたっては、奈良県立医科

大学医の倫理委員会の許可を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

治療や検査の疾患特異性、受診頻度、傷病

名の妥当性という 3 つの観点について以下

のように検討した： 

 

1.  疾患特異性の違い 

NDB はデータレコード中に、患者に行われ

た治療や検査、投薬等に係る情報が含まれ

ている。疾患によってはその疾患しか行わ

れない治療や検査があるため、逆にそれら

の治療行為がなされていることを理由に疾

患の特定が可能である。これを踏まえ、 

研究要旨 

レセプト情報・特定健診等情報データベース(NDB)は、国民皆保険制度をとる日本にお

ける保険診療の悉皆データであるが、その特徴を生かし我が国の悉皆値を迅速に集計する

ためには数え方（疾患定義）が正確である必要がある。 

医療施策立案・臨床研究の基礎において「数」の把握は重要であるが、本研究では NDB

を用いた患者数の推計する際の課題を過誤の観点から整理した。 

具体的には、NDB を用いて患者数推計する際に第一種過誤、第二種過誤が生じやすい場

合と生じにくい場合を想定し、治療や検査の疾患特異性や受診頻度等に着目して、傷病を

8通りに分類し、カテゴリーごとの疾患例や今後の課題について取りまとめた。 
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１．「疾患特異的な治療、検査がある」 

２．「疾患特異的な治療、検査がない」 

という観点を取り上げた。 

 

※「疾患特異的な検査」とは： 

その検査を実施したという事実だけでそ

の疾患が確定的に推定される場合に限る

（例：HIV-RNA 定量検査）。 

その検査の結果まで見なければその疾患

の存在を確定できない場合は、NDB 上の「疾

患特異的な検査」からは外れる（例：HbA1c）。 

なお、「年に複数回実施」等の頻度条件を

付加することで、検査の疾患特異性を高め

ることも可能である（上記の HIV-RNA 定量

検査）。 

 

2.  受診頻度の違い 

NDB では行われた治療や検査の内容に加

え、ある期間内で行われた治療や検査の回

数も把握できる。これを踏まえ、 

Ａ．「高頻度に受診している」（少なくとも

数ヶ月に一度） 

Ｂ．「高頻度に受診しないことが多い」 

という観点を取り上げた。 

 

※「高頻度に受診」について： 

疾患特異的な治療法がある場合に限らず、

非特異的な治療法や対症療法的な治療法が

ある場合にも一定の間隔で受診することに

注意が必要。 

また、治療法が存在しないまたは治療を

要しない状態でも、一定の頻度で受診して

検査だけを行い、経過観察する疾患も存在

する（経過観察中のもやもや病や脳動脈瘤

など）。 

つまり、疾患特異的な治療法のあるなし

と受診頻度はそれほど関連しない点に留意

すべきである。なお、疾患特異的な検査があ

る場合は、定期的に受診する割合が高いと

思われる。 

 

3.  病名の妥当性 

NDB ではデータレコード中に傷病名の情

報が含まれている。ただし真の確定診断に

基づく傷病名ではないため、単純に傷病名

だけでの判断は難しい。それを踏まえ、 

Ｐ．「付与された傷病名の妥当性が比較的

高い疾患である」 

Ｑ．「付与された傷病名の妥当性が比較的

高くない疾患である」 

という観点を取り上げた。 

 

※「付与された傷病名の妥当性が比較的高

くない」とは： 

検査のための疑い病名が多い場合（悪性

黒色腫）や、真の確定診断が難しい場合（ア

レルギー性鼻炎）がある。 

 

4.  カテゴリーごとの特徴 

上記 3 つの観点の組み合わせから、8 通

り（2×2×2）のカテゴリーを設定できる。

それぞれのカテゴリーの疾患例及び第一種

過誤、第二種過誤に係る特徴を以下に示す： 

 

①1-A-P 

疾患例：血友病、酵素補充療法を必要とす

る先天代謝異常（特異的治療があり、検査

用の疑い病名付与が比較的少ないと考え

られる。）などが該当する。 

【NDB を用いた患者数推計において、第一

種過誤、第二種過誤ともに小さい】 
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②1-A-Q 

疾患例：HIV 感染症、糖尿病（特異的治療

があるが、検査用の疑い病名付与が多い。）

などが該当する。 

【NDB を用いた患者数推計において、第二

種過誤は小さいが、第一種過誤を回避する

対策が必要である。】 

 

③1-B-P 

疾患例：特定の疾患例は現状見いだせて

いないが、疾患特異的な治療や検査があ

るが、治療や検査を要さない状態にある

疾患で、疑い病名の付与が少ないと思わ

れるものが該当する。 

 

④1-B-Q 

疾患例：特定の疾患例は現状見いだせて

いないが、疾患特異的な治療や検査があ

るが、治療や検査を要さない状態にある

疾患で、疑い病名の付与が多いと思われ

るものが該当する。 

 

⑤2-A-P 

疾患例：経過観察中の脳動脈瘤やもやもや

病（治療は行わないが、一定の間隔で検査受

診し、容易に確定診断がつくため、疑い病名

の付与が少ないと考えられる。）、遠位型ミ

オパチー（疾患特異的な治療はないが、一定

の間隔で受診し、超稀少疾患のため、疑い病

名を付与されることが少ないと考えられ

る。）などが該当する。 

【NDB を用いた患者数推計において、第一

種過誤は小さいが、第二種過誤を回避する

対策が必要である】 

 

⑥2-A-Q 

疾患例：SLE、潰瘍性大腸炎（疾患特異的

な治療はないが、一定の間隔で受診し、検

査のために疑い病名を付与されることが

多い。）などが該当する。 

【NDB を用いた患者数推計において、第一

種過誤、第二種過誤ともに大きいことが想

定される】 

 

⑦2-B-P 

疾患例：治療を要さない脊柱側弯症（治療

を行わず、緩徐に増悪することも想定さ

れない（＝定期受診が必要ない）が、容易

に確定診断がつくため、疑い病名の付与

が少ないと考えられる。）、パラコート中

毒（疾患特異的な治療がなく、比較的急激

な転帰をたどるため長期受診せず、誤っ

た病名や疑い病名が付与される可能性は

比較的小さいと考えられる。）などが該当

する。 

【NDB を用いた患者数推計において、第一

種過誤は小さいが、第二種過誤を回避する

対策が必要である。】 

 

⑧2-B-P 

疾患例：急性上気道炎（疾患特異的な治療

や検査がなく、継続的に受診せず、真の急

性上気道炎であるかの妥当性が高くない

と考えられる。）が該当する。 

【NDB を用いた患者数推計において、第一

種過誤、第二種過誤ともに大きいことが想

定される】 

 

Ｄ．考察 

今回上記の結果で示したカテゴリーごと

の疾患例については、データから読み取れ

る情報を用いて臨床の専門家を交えて議論
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し、多くの事例を積み上げることで、正確な

事例を積み上げることが重要である。 

なお、本分担研究は、3つの観点から 8つ

のカテゴリーを作成した中での結果である

が、これら以外の観点の組み合わせや論点

もあると思われるので、今後も精緻化を進

めていく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

NDB を用いて患者数を推計する際に考慮

すべき問題点について、治療や検査の疾患

特異性、受診頻度、傷病名の妥当性の 3 つ

の観点の組み合わせから、8通りのカテゴリ

ーを設定し、それぞれのカテゴリーの疾患

例及び第一種過誤、第二種過誤に係る特徴

を整理した。 
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平成31年 4月 1 8日

厚生労働大臣殿

機関名 京都大学

所属研究機関長 l織名 医学研究

氏名岩井一

次のl隊員の平成30年度厚生労働行政推進言周資事業費の調査研究における、倫理審査状況及ひ下リ主主相反等の

管国については以下のとおりです。

1.研究事業名 厚生労働行政批進調脊事業＇／｝J補助金（政策科学総合研究事業（政策科学tif，進研究事業）

2. 研究課題名 患者調査等、各種J主幹統計翻谷における NDBデータの利用可能性に関する評価

( H2 9一政策一指定一 00 5 ) 

3.研究者名 （所服部筒・ l除名） 医学部附属病院診療報酬センター.lffs教授

（氏名・フリガナ） 加藤源太 カトウゲンタ

4.倫瑚！苦手査の状況

該当性の有無 在員己で該当がある場合のみ記入（出I)

有 l!t¥ 審査j斉み 洛至宝した機l主I 米主監査（ィく2)

ヒトゲノム・逃伝子解析研究に関する倫理指針 臼 回 ロ ロ

遺伝子治療等総床研究に関する指針 臼 図 ロ ロ

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（畑） 回 口 図 京都大学 ロ

j草生労働省の所管する突臓機関における動物実験
ロ 臼 口 ロ

得の実施にI到する基本指針
その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名祢：
口 回 口 ロ

（※I)当技研究古が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理I指針に｜到する倫理委民会の礎資が済んでいる場合は、「干拝読済みJにチヱツ
クし一部泣しくは全部の1lfi1が完了していない場合は、「未11'/l!l'Jにチヱツクすること。

その他（特記事項）

（※2）米1i'il主に場合は、そのFJ!1!1を記紋すること。
（※3）路止［時の「疫学研究に関する倫~J!指針」や「臨床研究に関する倫理！指針j に出拠する場合は、当該JJ1 阿に記入すること。

5. 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況

6. 利議杵｜反の管理

当研究機関におけるC0 Iの管理に関する規定の策定

当研究機関におけるC0 I委員会設燈の有無

当研究に係るC01についての報告・審査の有無

当研究に係るC01についての指導・管理の有無

（関致事項） ・該当する口にチェックを入れることe

受講回 米受給ロ

有包 無口（虫！＼の場合はその1盟r!1:

有包 無口（然の場合は委託先機，~1 ・

有巴 無口（担の場合はその理取：

有ロ 終回（有の場合はその内容白

分担研究者の所協する機関の長も作成すること。



平成31年 4月 1 8日

厚生労働大臣 殿

機関名 京都大学

所属研究機関長職名 国際高等教育院

氏名 宮川 恒

次の職員の平成30年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

1.研究事業名 厚生労働行政推進調査事業費補助金 （政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））

2.研究課題名 患者調査等、各種基幹統計調査におけるNDBデータの利用可能性に関する評価

( H2 9一政策一指定一 00 5 ) 

3.研究者名 （所属部局・職名）国際高等教育院データ科学イノベーション教育研究センター・特定教授

（氏名 ・フリガナ） 田村党 ・タムラ ヒロシ

4.倫理審査の状況

該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入（※I)

有 無 審査済み 審査した機関 未審査（※2)

ヒトゲノム ・遺伝子解析研究に関する倫理指針 口 ． 口 口

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 口 ． 口 口

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（※3) 口 ． 口 口

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験
口 ． 口 口

等の実施に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称 ：
口 ． 口 口

（※I）当該研究者が当該研究を実施するに当たりJ!1守すべき倫理憎針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、 「審査済みJにチエツ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない易合は、 「未審査Jにチェックすること．

その他（特記事項）

（※2）未審査に喝合は、その理由を記載すること．
（※3）廃止前の 「疫学研究に関する倫理指針Jや 「臨床研究に関する倫理指針Jに準拠する湯合は、当該項同に記入すること．

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況

6.利益相反の管理

当研究機関におけるC0 Iの管理に関する規定の策定

当研究機関におけるC0 I委員会設置の有無

当研究に係るC0 Iについての報告 ・審査の有無

当研究に係るC0 Iについての指導 ・管理の有無

（留意事項） ・該当する口にチェックを入れること。

受講 ・ 未受講口

有 ・ 無 口（無の犠合はその理由：

有 ・ 無口（無のl!l合は委託先機関・

有 ・ 無口（無の嶋合はその理由：

有口 無 ・ （有の場合はその内容・

－分担研究者の所属する機関の長も作成すること．



厚生労働大阪殿

平成31年 4月 1 8日

機関名京都大学

所属研究機関長織名医学研究

氏名塁斗」

次の職員の平成30年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

1 研究事業名 厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）

2.研究課題名 患者翻管等、各積系幹統計調査における NDBデータの利用可能性に隠する評価

( H2 9一政策一指定一 00 5 ) 

3.研究者名 （所属部局・ JI品名）医学研究科・助教

（氏名・フリガナ） 平木ヲ駒市・ヒラギ シュウスケ

4.倫理審査の状況

該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入間I)

有 無 審査済み 簿登した機関 米審査（幻）

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 ロ ヨ ロ ロ

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 ロ 量 ロ ロ

人を対象とする医学系研究に関する倫埋指針 Oc3J ロ 温 ロ ロ

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験
ロ • 。 ロ

号事の~筋に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（！旨針の名称．
ロ ． 。 ロ

（※I)当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の議査が済んでいる場合は、「審査済みJにチエツ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「米審査Jにチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）米審査に場合は、その理由を記載すること。
（※3）防止制Iの「疫学研究に関する倫理指針Jや「臨床研究に関する倫理指針jに準拠する場合は、当該項阿に記入すること。

5. I事生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況

6.利益相反の管理

当研究機関におけるC0 Iの管躍に関する規定の策定

当研究機関におけるC0 I委員会設霞の有無

当研究に係るC0 Iについての報告・審査の有無

当研究に係るC0 Iについての指導・管理の有無

（留意事項） ・該当する口にチェッタを入れること。

受講属 米受講ロ

有国 然。（担の場合はその理由．

有・ 無口（蛙の場合は委託先機関‘

有司 無口（然の場合はその現出

有口 ！店 掴（有の場合はその内容

分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



平成31年4 月初日

j事生労働大臣殿

機関名京都大学

所！潟研究機関長 i除名 医学研究

氏名

次のl職員の平成30年度厚生労働行政推進調盗事業主主の調資研究における、倫理君主査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

1.研究事業名 厚生労働行政挽進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学f{li進研究事業）

2. 研究課題名 践者調脊等、各縄県幹統計調査における NDBデータの利用可能性に関する評価

( H2 9一政策一指定一00 5 ) 

3.研究者名 (pfr服部局・l織名）

（氏名・フリガナ）

4.倫理若手査の状況

京都大学大学院医学研究科健康情報学研究員

il'li JI: 31ミ知 サカ壬三±

該当性の有無 在日日で該当がある場合のみ記入間I)

有 凱E 君主張j斉み 若干資した機関 米議まま（li,2)

ヒトゲノム・逃伝子解析研究に関市る倫Jill指針 ロ 掴 ロ ロ

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 ロ

ー
口 ロ

人を対象とする医学系研究に関する倫耳I!指針（栄町 ロ

ー
ロ ロ

j写生労働省の所管する実施機関における動物実験
ロ 圃 ロ ロt予の実施に｜刻守る基本指針

その他、談当する倫理指針があれば記入すること

（／旨量iの名称． ロ 闘 ロ ロ

（※I)当該研究者が当該研究を実絡するに当たり滋苛すべき倫明！指針にl弘Iする倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「浴J!i'.i.舟みjにチエツ
クし－nil若しくは全i閣の若干査が完了していない場合は、「未諮王室Jにチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）米議室Eに場合は、その理由を記紋すること。
（※3）廃止自／jの「疫学研究に関する倫理指針jや「臨床研究に関する倫理指針Jにti拠する場合は、当該耳1阿に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況

6. 利益相反の管理

当研究機関におけるC0 Iの管理に関する規定の策定

'3研究機関におけるC0 I委員会設霞の有無

当研究に係るC0 Iについての報告・議資の有無

当研究に係るC0 Iについての指導・管理の有無

（留主主事項） 該当する口にチェックを入れること。

受講闘 未受講ロ

有圃 無口（無の場合はその理由：

有田 無口（無の場合は委託先機関

存置 無口（無の場合はその理由

有口無劃（有の場合はその内容。

・分担研究者の所隠する機関の長も作成すること。



厚生労働J大医殿

平成31年件丹功臼

機関名 京都大学大

所属研究機関長 l除名 医学研究科

氏名一型Lニ

次のl隊員の平成30年度厚生労働行政推進調査事業費の猟査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管組については以下のとおりです。

1 .研究事業名 厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学縫進研究事業）

2. 研究課題名 民主者調脊等、名稲茶幹統計翻脊におけるNDBデータの利用可能性に関する評価

( H2 9一政策一指定一 00 5 ) 

3.研究者名 （所潟部局・ l織名）

（氏名・フリガナ）

4. 倫理君主査の状況

京都大学医学部隊属病院医療情報企悶昔日・助教

大寺符佑・オオテラショウスケ

該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入以I)

有 }!\€ 苦手査｛汗み ？持5ました機関 米議:i'1'<*2) 

ヒトゲノム・逃伝子制J析研究にl渇する倫理！指針 口 園 ロ ロ

遺伝子治療等臨床研究に｜到する指針 臼 園 ロ ロ

人を対象とする医学系研究に関する倫鹿指針（畑） 副 口 圃 京都大学 む

限生労働省の所管する災！fill機関における動物｝rn売
ロ 置 ロ ロ

ミ平の実施に関守る総本指針

その他、該当する倫理！指針があれば記入すること

（／旨量iの名称・
ロ 置 ロ ロ

（民 I) 当波研究在が当該研究を実施するに当たり巡守すべき倫理指針に！到する倫~I!委民会の怒査が済んでいる場合は、「得査済みj にチエツ
クし一部若しくは全部の諮:ii'が完了していない場合は、「未言語:ii'Jにチェック1ること．

その他 （q寺記事項）

（※2) 1ミ昔r査に場合は、その理由を記A止すること。
（※3) ff！止ill！の「疫学研究にi期する倫理！指針Jや「臨床研究に関する倫理指針jに準拠する場合は、当該項同に記入すること．

5. 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫辺教育の受講状況

6. 利益相反の管理

当研究機関におけるC0 Iの管思に関市る規定の策定

当研究機関におけるC0 I委員会設目立の有無

当研究に係るC0 1についての報告・草野至宝の有無

当研究に係るC01についての指導・官。壊の有無

（留認：l）＞耳目） 該当する口にチェックを入れること．

受講国 米受講口

有国 ｝！！€ロ（無の場合はその理出 e

有国 無口（無の場合は委託先機関

イ苦闘 無口（加の場合はその理由

有口 !!!€ • （有の場合はその内容

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



平成31年宣月30釘

厚生労働大臣殿

機関名 公立大学法

所属研究機関長職名理事長

氏名組差_1ft.塑

次の職員の平成30年度厚生労働行政推進調査事業焚の調査研究における、倫理務査状況及び手lj設相反等の

管理については以下のとおりです。

1.研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）

2. 研究課題名 患者調査等、各種基幹統計調査における NDBデータの利用可能性に関する評価

3. 研究者名 （所属部局・般名） 医学部・講師

（氏名・フリガナ） 野回総也・ノダタツヤ

4.倫理審査の状況

該当性の有無 2己記で該当がある場合のみ記入（削）

有 1叫 審査済み 審査した機関 来務室主（法2)

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に泌する倫理指針 口 圃 口 口

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 口 園 ロ 口

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針｛？と3) 聞 口 ． 奈良県立医科大学 ロ

豚生労働省の所管する実施機関における動物実験
口 盟 ロ ロ

等の実施に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称．
口 置 ロ ロ

（※1）当該研究者が当該研究を実絡するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済みJにチェッ
クし 部若しくは全部の審盗が完了していない場合は、「来審査Jにチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）来審査に場合は、その理腐を記載すること。
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」や「臨床研究に関する倫理指針jに準拠する場合は、当該頃自に記入すること。

5. 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫混教育の受講状況

6. 利益相反の管理

当研究機器司におけるC0 Iの管理に関する規定の策定

当研究機関におけるC0 I委員会設置の有無

当研究に係るC0 Iについての報告・審査の有無

当研究に係るC0 Iについての指導・管理の有無

（留意事項） ・該当するロにチェックを入れること。

受講翻 未受講口

有国 無口（／需の場合はその理由・

有 E 無口（！iiiの場合は委託先機関

有瞳 無口（無の場合はその理由：

有ロ無置（有の場合はその内容

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



平成31年3月iι 日

厚生労働大在 殿

軽量｜羽名

所属研究機関長職名

氏名

国立保健

院長
福島 /Ii雪面

次の職員の平成30年度厚生労働行政推進湖資事業焚の調査研究における、倫理審査状況及び荷主主柑反等の

管理については以下のとおりです。

1.研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）

2. 研究詰11題名 患者翻夜空卒、各稲機関統計澗夜における NDBデータの利用可能性に関する評価

3 研究者名 （所五良部局・l除名） 保｛i[t［袈政徳済誌H111iliif・究センター・主任,1jJf兜官

（氏名・フリガナ） 佐jj語 大介・サトウ ダイスケ

4. 倫五lit訴ままの状況

該当初iの有無 左況でj]J,笥がある場合のみ記入（日1)

11 /!!( ？持千Fぜfみ 秘資した機似l 米iiヂf.rn,2> 

ヒトゲノム・i宣伝子解析研究に関する倫理指針 ロ 翻 口 口

遺伝子治療体臨床研究に｜期する指針 ロ 劉 ロ 口

人を対象とする医学系研究に関する倫l!Nl移I・ rn・3) ロ 翻 口 ロ
/l;t生労働省の所管する~j血機関における動物~験

口 国 臼 口
符の災地に！刻する法本指針

その他、該当する倫即指針があれば記入すること

（指針の名称．
口 麹 ロ ロ

（※l）当日東研究者が当江主研究を災絡するにさiたり遵守すべき倫四l指針に｜叫する倫四日芸民会の帯査が済んでいる場合l丸 f帯夜済みJにチエツ
クし一部精しくは全部の瀞貨が完了していない場合I土、 r，＋，瀞l'l'Jにチェックすること。

その他（特記1]J'.J喪）

（※2）米海軍Eに場合は、その班illを記載すること。
（詰13)JJg止出！の f疫学研究に閲する倫理！術面l・Jや f臨床研究に閲する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫溜！教育の交紛状況

6.利主主祁反の管理

当研究機関におけるC0 Iの管理に関する規定の策定

当研究機関におけるC0 I委員会設i還の有I!!!

当研究に係るC0 1についての報告・ allトJ!i:の有／！！＼

当研究に係るCorについての指導・管理の平fl!ll

（留意事項） ・該当する口にチェックを入れること。

受締罰 来受；／主 D 

有園 ／＂.€口（無の場合はその理rl1 ・

午fIll i唱。（無の場合は委託先機関

有雷無口（無の綴合はその理rlt:

有口 j臣盟（有の場合はその内容。

・分担研究者の所潟する機闘の長も作成すること。



平成31年 3月 2 8日

厚生労働大臣 殿

機関名公益財団法人東京都医学総合研究所

所属研究機関長 職 名 理事長

管理については以下のとおりです。

l.研究事業名 厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）

2.研究課題名 患者調査等、各種基幹統計調査における NDBデータの利用可能性に関する評価

( H2 9一政策一指定一00 5 ) 

3.研究者名 （直属部局 ・職名） 精神行動医学研究分野 唖空昼

（氏名・フリガナ）

4.倫理審査の状況

奥村 泰之（オクムラ ヤスユキ）

該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入（※I)

有 無 審査済み 審査した機関 未審査（※2)

ヒトゲノム ・遺伝子解析研究に関する倫理指針 口 ． 口 ロ

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 口 ． 口 口

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針（※3) 口 ． 口 口

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験
口 ． 口 口

等の実施に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称－
ロ ． 口 口

（※1）当核研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済みJにチエツ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査Jにチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針Jや「臨床研究に関する倫理指針Jに準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

｜研究倫理教育の受講状況 ｜受講 ・ 未受講口

6.利益相反の管理

当研究機関におけるC0 Iの管理に関する規定の策定 有 ・ 無口（無の場合はその理由．

当研究機関におけるC0 I委員会設置の有無 有 ・ 無口（無の場合は委託先機関：

当研究に係るC0 Iについての報告 ・審査の有無 有 ・ 無口（無の場合はその理由：

当研究に係るC0 Iについての指導 ・管理の有無 有口 無 ・ （有の場合はその内容・

（留意事項） ・該当する口にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。


